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1. はじめに 
 
本研究の目的は、市民の政治参加について動態的（dynamic）なモデルを構築し、そのモデ
ルの妥当性を実証することによって、市民が政治的な活動に参加するメカニズムを明らかにす
ることにある。選挙や住民投票での投票をはじめとして、政党や候補者への人的・経済的支援、
署名活動や市民運動への参加といった様々な政治的活動に対する市民の参加は、政治シス
テムに対してそのシステムの構成員である市民の選好をインプットする機能を果たしており、市
民による政治参加はいわば現代の民主主義の前提である。したがって、「誰が参加するのか」と
いう問いに答えることは、政治システムに対してどのようなインプットがなされているのかを明ら
かにすることを意味し、これまで政治学では国内外を問わず様々なアプローチから政治参加を
説明することが試みられてきた。本研究では、適応学習という理論的枠組みに基づき、シミュレ
ーション 1
 
や実験といった様々な方法を用いて分析することで、新たなアプローチから政治参加
を説明する。 
1.1. 政治参加研究のアプローチと本研究の意義 
まず、これまでの政治参加研究のアプローチとその問題点を整理することからはじめよう。市
民の政治参加を説明する代表的なアプローチは、以下３点にまとめられる。まず第１に、政治エ
リートや市民が属している社会集団などからの動員を政治参加の主な要因とする社会学的なア
プローチが挙げられる。第２のアプローチは、各有権者が政府に対してどの程度影響を及ぼす
ことができると考えているかを示す政治的有効性感覚や、公的な手段を用いることを避けようと
する（政治的）忌避態度など、個人の心理的な態度によって政治参加を説明しようとする心理
学的アプローチである。そして第３に、政治参加研究のみならず、現在の政治過程論・政治行
動論に対してもっとも大きな影響を与えたアプローチとしては、個人が得られるであろう利得と
必要なコストを効用関数にもとづいて計算した上で、自らの行動を決定するという理論的前提を
                                                   
1 ここでのシミュレーションとは、数理モデルをコンピュータを用いて分析することをさす。本研究で
は、数値シミュレーションとマルチエージェントシミュレーションを用いる。 
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もとに、非常に精緻なモデルを構築してきた経済学的アプローチがある。 
これら３つのアプローチによる政治参加研究は、今日までに相当の蓄積があるが、それぞれ
理論的、実証的な問題点を抱えている。そして、現在のところ、これらの問題点の根本的な解
決はなされていない。 
まず、社会学的なアプローチは、個人の社会経済的な属性や所属集団、地域などに分析の
焦点が当てられるため、個人の参加に至るまでのメカニズムが非常に曖昧に扱われてきたとい
う問題をかかえている。そのため、社会学的なアプローチからの理論やモデルが導き出す予測
は静態的(static)で、個人が政治的活動への参加を決める過程と、その結果としてもたらされる
社会全体の変化を動態的に捉えることができない。 
また、心理学的なアプローチは政治参加に密接に関連する人間の様々な心理的態度の存
在が提起され、主に世論調査データを用いた計量分析によってそれらの態度が政治参加に影
響を及ぼしていることが検証されてきたものの、これらの態度の理論的な位置づけや関係性に
ついては必ずしも明確とは言えないという問題がある。さらに、実証研究において数多くの心理
的態度を組み込んだモデルでも、その説明力が非常に弱いことが課題とされてきた。 
もっとも大きな未解決の課題を残しているアプローチが、経済学的なアプローチである。なぜ
なら、このアプローチによる政治参加の理論やモデルの多くによると「合理的な市民」の大部分
が政治的活動には参加しないということが理論的帰結として導かれる一方で、現実の社会では
多くの市民が投票をはじめとした様々な政治的活動に参加しており、理論と現実との乖離が非
常に大きいからである。この問題は「投票のパラドックス」―英語では“Paradox of Voter’s 
Turnout”あるいは “Downs Paradox”―と呼ばれており、これまで数多くの研究者によってモデ
ルの修正が試みられてきたが、根本的な解決には至っていない。さらに、経済学的アプローチ
による政治参加研究では非常に精緻なモデルが構築され、多くの理論的貢献がなされてきた
が、これらの理論の前提となっている個人の合理性についての前提が、近年の実験経済学の
急速な発展もあって現実の人間像と乖離している可能性が高いことも明らかになっている。 
これまでに挙げた各アプローチの問題点は、実は政治参加研究に限ったことではなく、政治
行動論・政治過程論全体にも当てはまることである。政治的な主体（アクター）の活動を動態的
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に分析することを目的とした政治過程論・行動論は、実証方法としての計量分析手法の発達と
ともに第 2 次世界大戦以後大きく発展してきたが、今日、新たな理論的枠組みとその理論を実
証するための手法が求められているのである。 
政治参加のより動態的なモデルを構築し、そのモデルの妥当性を実証するにあたって、本
研究では政治参加のメカニズムを市民による自己を取り巻く環境への適応的な行動としてとら
え、「選挙制度などの政治制度やソーシャルネットワークなどの社会的な制度」と、「市民の過去
の政治参加経験とその経験に対する評価」との相互作用によって説明する。より具体的には、
適応的な合理性(Adaptive Rationality)をもつ市民の政治参加メカニズムを表すエージェントベ
ースドモデルを構築し、シミュレーション、世論調査、そして実験を組み合わせることによってモ
デルの妥当性を検証する。本研究が構築しようとするモデルは、アクターである有権者同士の
みならず、アクターとそのアクターを取り巻く環境、すなわち有権者とその有権者が属する社会
の制度や情勢を内生的に扱うことができるものであり、国によって説明に用いられる理論が異な
っていたこれまでの政治参加研究よりも、より一般的な理論の構築に貢献できる。 
また本研究は、自律的な主体(市民)の相互作用がシステム全体(社会)にもたらす特性や影
響をモデル化できる新たなモデル構築の手法として、近年社会科学全般において注目されて
いるエージェントベースドモデリング 2
 上述したように、市民による政治参加は民主主義システムが機能するための重要な要素であ
る。個人の意思決定と社会における制度・環境との相互作用を捉えようとする新たな理論的枠
組みに基づき、新たな実証手法である実験とシミュレーションを用いることによって、これまでの
政治参加研究が抱えてきた問題を克服することができれば、そこで得られた知見は単に「有権
者の行動パターン」を明らかにしたということにとどまらず、有権者の選択の帰結である議員や
と、同じく近年社会科学において新たな実証方法として多
くの研究で採用されるようになってきた実験とを組み合わせることによって、新たな政治参加研
究アプローチの構築を目指すものである。 
                                                   
2 エージェントベースドモデリング（Agent Based Modeling）は、マルチエージェントモデリング
（Multi Agent Modeling）とも呼ばれ、これらのモデルをコンピュータ上で表すことをエージェントベ
ースドシミュレーション、あるいはマルチエージェントシミュレーションと呼ぶ。 
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政党、政府における意思決定過程や政治制度など、民主主義システム全体の理解に対して寄
与するものであると考えられる。次節では、先に述べた投票のパラドックスという政治参加研究
が避けて通れない問題について詳述する。 
 
1.2. 投票のパラドックスと社会的ジレンマ 
投票のパラドックスとは、合理的な有権者ほど選挙では棄権するという理論的な帰結が導か
れるにもかかわらず、実際の選挙では多くの選挙において過半数の有権者が参加しており、理
論的予測と現実とが乖離していることを指す。自らの効用を最大化する合理的な有権者を仮定
したとき、様々な政治的活動の中でも最も参加するコストとリスクが低いと考えられる選挙での投
票についてでさえ、自分の投じる１票が選挙結果に影響を及ぼす確率は非常に小さいため、
選挙結果によって得られる効用よりもコストが上回る。そして選挙区の規模が大きくなればなる
ほど棄権したほうが得られる利得が高くなるのである。 
多くの有権者がコストを払って参加することによって維持される選挙の代表性は、民主主義
システムにおける公共財に他ならない。したがって、投票のパラドックスを解明することは、単に
理論と現実とを一致させるということにとどまらず、社会そのものを成り立たせる人間の行動メカ
ニズムを明らかにするという意味をもつ。実際、投票のパラドックスは、より一般的な社会的ジレ
ンマの一形態として位置付けることができる。ここで、社会的ジレンマとは、①各個人が、ある状
況で協力か非協力を選択することができ、②１人 1 人にとっては非協力を選んだ方が有利な結
果が得られるが、③全員が自分にとって有利な非協力を選択した場合の結果は、全員が協力
を選んだ場合の結果よりも悪い、という状態をさす（Dawes, 1980）。選挙における有権者は社会
的ジレンマ状況に置かれているにもかかわらず、多くの有権者が協力行動を選択することによ
って、選挙における代表性という公共財が供給されているのである。 
社会的ジレンマ状況下での人間の協力行動については、「互恵性」や「社会規範」などによ
って説明しようとする研究が社会心理学において数多くある。しかし、これらの要因からでは説
明できない事象も多い。選挙における投票参加は「互恵性」や「社会規範」では説明することは
難しい。政治参加のメカニズムの解明は、社会的ジレンマ状況下の人間による協力行動を説明
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しうる新たな要因を見出すことにもつながるのである。 
 
1.3. 実証研究における問題点 
政治参加研究は、上述してきたような理論的問題に加えて、実証面においても課題が多い。
たとえば、この分野の実証研究では、それぞれ異なる理論に基づいて、市民の社会的属性、社
会関係資本（Social Capital）、市民の意識・態度といった要因に着目する研究がなされてきた
(山田，2004)。これらの研究が進むにつれ、政治参加を説明しうる要因の数は増えているが、
多くの実証研究における統計モデルの説明力は非常に低い。また、様々な要因をその時代の
最新の統計モデルに投入しても、説明力が一向に上がらないという指摘もある(Plutzer, 2002) 。
さらに、こうした実証研究の中には、相互に矛盾した結果を導いているものも多く、それらの矛
盾は解決されていない。たとえば、政治エリートからの「動員」は政治参加の大きな要因である
ことを示す研究が多くある一方で（たとえば西澤,2004）、多くの有権者は仮に様々な政治的活
動への参加を依頼されてもそれを拒否していることを示す研究もある(荒井,2006;山田,2004)。
政治エリートからの動員が参加の大きな要因であるとするならば、動員を拒否しない要因を明ら
かにする必要があるが、いずれにせよこうした矛盾は、有権者サイドで働いている心理メカニズ
ムをあらためて解明しなければならないことを示唆している。 
政治参加の実証研究には、もう１つ大きな問題点がある。上述したように、実証研究ではこれ
まで様々な心理的態度が測定され、それらの態度が政治参加に影響を及ぼしていることが明ら
かになってきたが、これら複数の心理的態度がどのような関係であるのか、あるいはある態度と
別の態度との相互作用の有無などは明らかにされていない。統計モデルにおいても、これらの
心理的態度の関係や相互作用は組み込まれてこなかった。このことが、統計モデルにおける説
明力の弱さをもたらしている可能性があるのだが、これまでの実証研究の多くが学術世論調査
を用いた計量分析であったために、各心理的態度が政治的活動への参加に与える因果効果
を測定することは困難である。結果として、先行研究によって影響が確認された全ての心理的
態度を独立変数として統計モデルに組み込むという傾向があった。このような統計モデルは、
独立変数同士の理論的な関係性が考慮されていないため、仮に研究者が新たに投入した心
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理的態度が、統計的に有意な影響を及ぼすという推定結果が得られたとしても、その研究者が
たてた仮説が正しいと検証されたことにはならない。 
この問題を解決するための有効な方法の１つは、実験または実験的手法を導入することであ
る。心理学においては、実験研究は主要な実証のための手段として以前から採用されており、
近年では経済学をはじめとした社会科学の領域においても様々な実験研究が行われるように
なっている。実験研究の最大の長所は、被験者を無作為に割り当てることによって因果効果を
正確に測定することができる点にある。心理学と経済学とでは実験デザインや実験結果の評価
基準が異なり、様々な議論が交わされているが、徐々に共通の指針が構築されつつあり、また
それと同時に実験法は着実に方法論的に洗練されてきている（渡部・船木, 2008, 93-117）。本
研究では、動員の政治参加に対する因果効果をこれまでの世論調査データを用いつつ、実験
的手法を用いることによって測定する。また、有権者が属する集団と政治参加の関係を、調査
実験（Survey Experiment）を導入することによって明らかにする。 
 
1.4. 本研究の構成 
本研究の構成は、以下の通りである。まず、2 章では政治参加の定義や活動の種類につい
て整理し、次いで過去日本で実施されてきた世論調査データを用いて市民の政治的活動への
参加状況や動員経験、政治参加に対する市民の意識について示すことで、政治参加の全体
像を把握する。これまでに実施されてきた調査データの分析によって、以下の点が明らかとなる。
①１９７０年代－２０００年代において、さまざまな種類の政治的活動への参加率やその活動に
関わりたいかどうかを示す参加志向率、参加するように依頼されたかどうかを示す動員率など、
政治参加に関する有権者の行動パターンや意識の分布は安定している。②投票とそれ以外の
政治的活動への参加には参加率に大きな隔たりがあり、国政選挙での投票参加率が 1970 年
代－2000 年代において約６０%－７０%であるのに対し、投票以外の政治的活動の参加率は一
貫して１０％－３０％前後で一定している。③投票以外で、有権者が今後その活動に関わりたい
かどうかを表す参加志向率が最も高かったのは、ボランティア活動や住民運動で約２０%である
一方、選挙活動の手伝いや後援会への加入など、選挙関連の活動に対する志向率は１０%に
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満たない。 
以上のことから、その時々の選挙や政治的イベントがもたらす個々の要素とは別に、市民が
政治的活動に参加するに至るより一般的なメカニズムが存在することが確認される。このことは、
3 章以下の分析で用いる世論調査データが、質問項目やパネルの制約から限定されているも
のの、そこから得られる知見は十分に一般性を備えたものであるといえる。 
3 章では、政治参加を説明するこれまでの理論についてさらに細かく検討し、従来からの理
論の問題点を挙げたのち、本研究で提起する適応学習理論とそれにもとづく強化学習モデル
を解説する。4 章では、この強化学習による政治参加モデルをコンピュータによるシミュレーショ
ンによって検証する。具体的には、市民が自身の行動と選挙結果をもとに学習しながら適応的
に参加／不参加を決定していくモデルを構築し、シミュレーションによって有権者の投票確率と
支持政党の勝敗との関係や、選挙結果が与える影響の大きさと有権者の年齢との関係などに
ついて分析をおこなう。その結果、従来の政治参加を表す数理モデルよりも、新たなモデルの
方が実際の調査データとの一致度が高く、正確な予測ができることがわかる。また、有権者の
若い時期(選挙権を得た最初の選挙)での投票経験と支持政党の連勝がその後の参加に大き
な影響を与えている可能性があることを示す。 
４章のシミュレーションによって得られた理論的予測をもとに、5 章では市民の投票以外の政
治的活動への参加経験とその活動に対する評価に着目し、これらの要素が市民のその後の活
動に及ぼす影響をパネル世論調査データによって分析する。過去の経験をモデルに組み込
むことで、参加経験のある市民と経験のない市民との政治的活動への参加に至るメカニズムの
違いを示す。さらに、分析の視座に時間軸を取り入れることで、動態的な分析を行い、参加経
験に対する評価も考慮することによって、市民が主体的な判断のもとに参加しているのか否か
を明らかにする。 
分析の結果、市民による政治参加は、異なる２つのメカニズムによってなされていることが示
される。すなわち、参加経験の全くない市民は、参加を依頼されることではじめて、その政治的
活動に対して有していた拒否感を低下させ、その活動に参加していく。しかしながら、その経験
が市民にとって満足できるものでなければ、その後動員を受けたとしても、継続的に参加するこ
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とはない。一方で、既に何らかの経緯によって政治的活動に対して参加した経験を持っている
市民、つまり、その活動に対する拒否感が少ない市民は、自らの経験に対する評価をもとに行
動を決定していくということが明らかとなる。 
 5 章では個人の適応学習を通じた参加メカニズムについて述べたが、6 章では個人の属する
社会集団と政治参加との関係について、個人の有する集団に対する社会的アイデンティティに
着目して検証する。具体的には、2007 年 8 月に実施したインターネットによる実験世論調査の
分析結果を示す。この調査は、日本の会社員 1000 名を対象に彼らの社会的アイデンティティと
党派性を測定し、実験群と統制群に分けた上で実験群の被験者には彼らのアイデンティティに
対する刺激を与え、アイデンティティが投票参加と投票方向に与える影響を明らかにしようとす
るものである。実験の結果、有権者の政治的アイデンティティと社会的アイデンティティとがそれ
ぞれ異なる行動を示唆する場合、彼らの属する党派が優勢であれば政治的アイデンティティの
示唆する行動を取り、劣勢であれば社会的アイデンティティの示唆する行動を取ることが示され
る。 最後の 7 章では、各章の分析結果を相互に関連付けて整理するとともに今後の研究課題
を挙げて結論とする。 
以上を要約すると、本研究ではまず、適応学習という新たな理論に基づいて政治参加モデ
ルを構築することで、これまでの政治参加研究で十分に解明されてこなかった投票参加のパラ
ドックスを解くことを試みる。特に、これまで別々に論じられることが多かった投票参加と投票以
外の政治活動への参加とを、同一のモデルによって表すことで、市民による政治参加をより体
系的に説明することを心がける。そして、新たに構築したモデルは、シミュレーションや実験とい
う新たな方法を用いることによって、従来の実証手法よりもより厳密にその妥当性を検証する。 
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2. 政治参加の種類 
 
 本章では、日本における市民の政治的活動への参加状況や動員経験、政治参加に対する
市民の意識について、これまで実施されてきた世論調査データを用いて示すことで、政治参加
の全体像を把握することにつとめる。以下では、まず政治参加の定義や活動の種類について
整理することからはじめる。 
 
2.1. 政治参加の定義と種類 
 民主主義のもとでの政治参加は、政府の行動と市民の選好との矛盾を穏やかに正す働きを
する(蒲島,1988)。参加する市民があまりに限定的・特定的であれば、民主主義の意義が問わ
れることになる。それゆえ政治参加は、民主主義の前提と言えるだろう。本節ではまず、政治参
加を定義し、活動の具体的な種類を概観する。 
日本における政治参加研究の１つの集大成である蒲島 (1988)では、Huntington and 
Nelson(1976)や Verba and Nie(1972)などをふまえて、政治参加の定義をよく整理している。そ
れによると政治参加とは、次の 5 項目を満たす行動のことを指す。①実際の活動であって、政
治知識、政治的関心、政治的有効性感覚などの心理的指向は含まない。②一般市民の政治
活動であり、官僚や政治化、ロビイストが職業として行う活動は含まれない。③政府に影響を及
ぼすべく意図された活動に限られ、儀式的な参加や活動の対象が政府でない、たとえば民間
労働者の賃上げ要求のためのストライキなどの諸活動は政治参加の中には含まれない。④政
府の意思決定に影響を与えようとする行動であれば、その活動が実際に効果を及ぼしたかどう
かに関係なく政治参加の範疇の中に含まれる。⑤自分自身の意思で行動する自主参加だけ
でなく、他者によって動員された動員参加も政治参加の中に含まれる。その上で蒲島は政治参
加を「政府の政策決定に影響を与えるべく意図された一般市民の活動」と定義している (蒲
島,1988,3)。この定義は、市民による政治的活動を包括的にとらえることができるので、本研究
でも、この定義にしたがって、分析を進める。 
次に具体的な活動の種類について整理する。政治参加研究の古典の１つである Verba and 
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Nie(1972)は、様々な活動を、①投票、②選挙運動への参加、③地域協同的な参加、④個人陳
情の4項目に分類している。彼らによると、これらの活動は、その活動が及ぼす政府に対する圧
力の強さや情報の多さ、活動の効果が及ぶ範囲、参加することに必要とされるコストや自発性
などが、それぞれ異なるといわれている。たとえば投票は、市民にとって参加するためのコスト
は低く、政治家や政党に対する圧力は強いが、市民が何を要求しているのかという情報は少な
い。これに対して個人的な陳情は、市民が直接政治家などに自分の要求を伝えるので、与える
情報量は多いが圧力は弱く、市民にとってのコストは高いといえる。 
ヴァーバらは加えなかった活動だが、先ほど述べた「政府の政策決定に影響を与えよう意図
する市民の行動」という政治参加の定義からすれば、投票や選挙運動への参加などの選挙に
関わる活動だけでなく、⑤抗議的な参加や⑥献金なども政治参加に含めるべきだろう (リード, 
2000, 585-586) 。また、近年では NGO や NPO 活動への参加も広義の政治参加として位置づ
けられている (羅, 2004) 。いずれにせよ、活動の種類によって参加するのにかかるコストや、
政策決定に対する圧力の強さが異なるということは、市民のもつ参加経験も活動の種類によっ
て大きく異なることを意味する。それゆえ、これらの活動をまとめて分析すると、推定に歪みが生
じ、誤った解釈を導いてしまう。そこで次節では、活動形態別に市民の参加経験について明ら
かにしていくことにする。 
 
2.2. 政治的活動への市民の参加経験 
先に述べたように、政治参加に含まれる様々な活動は、様々な側面においてそれぞれ異な
るが、本節ではまず、各政治的活動に対して、市民がどの程度の参加経験を有しているのかを、
主に日本の世論調査データを用いて示していく。 
表 2-1 は日本における様々な学術世論調査 3
                                                   
3 本分析に当たり、東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報センターSSJ データアーカイ
ブより JEDS96：「衆議院選挙に関する世論調査（選挙とデモクラシー研究会）」及び JEDS2000：
「日本人の民主主義観と社会資本に関する世論調査(選挙とデモクラシー研究会)」の個票データの
提供を、また、文部科学省科学研究費・特定領域研究「世代間利害調整」プロジェクトの「世代間利
害調整政治学」班と、早稲田大学政治経済学部・経済学研究科 21 世紀 COE プログラム「開かれた
政治経済制度の構築」からは 2003 年と 2005 年の衆議院議員選挙の前後に全国の有権者を対象
によって集計された、市民による政治活動へ
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の参加の割合を示している。世論調査の種類によって多少異なる部分があるものの、概ねヴァ
ーバらの分類に合わせた活動に対する市民の参加経験の有無を尋ねている 4
（各数値は％） 1976 1983 1993 1996 2000 2003 2005
選挙関連活動
集会参加 20.8 28.7 15.2 28.8 30.6
選挙運動 11.5 17.4 6.9 21.8 30.0 28.7 22.4
献金・カンパ、機関紙購入 6.9 6.8 4.2 11.0 12.7 13.8
後援会 19.7 27.5 25.1 23.5
地元の当局や政治家に接触 14.2 17.5 9.1
国の政治家に接触 5.0 5.8 3.8
役所に相談、陳情、請願 6.2 6.9 2.5 7.3 14.2 16.1 33.3
請願書に署名 40.7 37.5 40.9
市民運動・住民運動 8.5 8.3 5.3
ボランティア活動
デモ、集会参加 7.8 4.4 2.1 13.1 10.4 12.7 13.5
当該年度における衆議院選挙での活動
投票の依頼をした（動員） 13.6 12.9 9.8 10.0 9.7 7.9
投票の依頼をされた（被動員） 47.3 38.9 49.0 39.7 41.9 38.5
※投票率(総務省データ） 73.5 67.9 67.3 59.7 62.5 59.9 67.5
n 1332 2473 2320 1535 1618 2064 1397
データ
1976年「日本人の政治意識と行動調査（JABISS)」
1983年「日本人の選挙行動調査（JESⅠ）」
1993年「変動する日本人の選挙行動（JESⅡ）」
1996年「衆議院選挙に関する世論調査（JEDS96）」
2000年「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000）」
2003年「開かれた社会に関する意識調査（JSS-GLOPE2003）」
2005年「21世紀日本人の社会・政治意識に関する調査（GLOPE2005)」
6.6
27.1 43.3
8.25.7 4.3
18.5 24.2
。1976 年－93
年と 1996 年－2005 年とを比べると、後者の方が全体的に高い値を示しているが、これは 1976
年－93 年までの質問文が「過去 5 年間での経験」を尋ねているのに対し、1996 年以降の質問
文では「これまでに」と尋ねているからと推測される。各活動項目の参加経験率を見ると 1993 年
はその前後に比べてどの項目も参加率が低下しているのがわかるが、どの項目も１０－３０％程
度で推移しており、調査時のたとえば衆議院選挙の投票率と比較するとかなり低いことがわか
る。 
 
表 2-1 年代別政治参加率推移 
                                                                                                                                                
に行った「開かれた社会に関する意識調査(JSS-GLOPE)」「２１世紀日本人の社会・政治意識調査」
の個票データの提供を受けた。 
4参加経験を測定する質問項目は以下の通りである。「この中にあるようなことをこれまでに 1 度でも、
したことがありますか。」選択肢：「何度かある」「1～2 回ある」「1 度もない」 
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このような投票とその他の活動の参加率の差は他の先進国でも見られ、その活動の難易度
によって説明されることが多い(西澤，2004 ; Milbrath and Goel, 1977)。西澤(2004)による分析
では、難易度が高いと考えられる投票以外の活動に参加していて、かつ、難易度が相対的に
低い投票に参加しない市民はいないが、投票以外の活動に関しては、ミルブレイス(Milbrath，
1965)のいうような 1 次元的な階層性 5は確認されなかったという。以上のことから、仮に参加に
至るメカニズムが同じだとしても、参加の有無を従属変数とするような分析においては、投票と
それ以外の活動とを分けて分析する必要があることが確認できる 6
次に、政治家の集会への参加や選挙運動など、選挙関連活動の参加経験率に注目しよう。
表 2－1 によるとこれらの経験率は調査年によってあまり変化していないため、参加にいたるメカ
ニズムが大きく変化している可能性は低いと考えられる。一方、住民運動やボランティア活動は
その経験率が近年になるにつれ高くなっていることがわかる。ボランティア活動経験率の増加
は、上述したようなNPO／NGO活動の広がりがもたらしている可能性が高い
。 
7
最後に、衆議院選挙における被動員率は、概ね 40－50%で推移していることがわかる。この
被動員率と投票率との間には、一貫した傾向が見られない。この点については、4 章で他の要
素からの影響を排除した動員の投票に対する平均因果効果を推定し、更に詳しく検討する。 
。 
次に、市民一人当たりがどの程度上記のような政治的活動への参加経験を有しているのか
を示したものが図 2-1 である。この図は 2000 年と 2003 年の調査データ 8
                                                   
5 Milbrath(1965)は、政治家との接触や政治集会への参加といった比較的ハードルの高い（上位
の）活動への参加者は、投票や投票依頼などのハードルの低い（下位の）活動も行うが、その逆は
成立しないと述べ、政治参加の構造を累積的で 1 次元的なものであると主張した。 
を用いて市民一人当
たりの参加経験活動数をグラフ化したものである。 
6 そこで本研究 5 章の実証分析では、投票とそれ以外の活動を分けて分析することにした。 
7 1998 年 3 月には特定非営利活動促進法（NPO 法）が公布されている。 
8 質問項目が全く同じ調査は 2000 年（JEDS2000）と 2003 年（GLOPE2003）しかないため、直接
比較可能なデータとして挙げた。 
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図 2-1 一人あたりの政治参加項目数 
 
1 人当たりの平均参加項目数は、2000 年が 3.5 項目、2003 年が 3.8 項目であったが、分散
は大きく、どちらのグラフにおいても１つの活動に参加した経験があると答えた市民が最も多く、
その大部分は投票参加の経験を有しているということができる（JEDS2000：98.1%[406 名]，
GLOPE2003：98.1%[515 名]）。つまり、参加活動項目数が０である市民は投票の経験もなく、項
目数が１である市民の多くは投票の経験があり、2 以上である場合には、投票とそれ以外の活
動への参加経験を有しているということができる。これらの図から、市民にとって投票以外の活
動に参加することは、投票よりもハードルが高い行動であるといえるだろう。 
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2.3. 政治参加と動員 
本節では、従来の政治参加研究においてこのような政治的活動への参加を説明するのに最
も有力な要素であると考えられてきた動員について取り上げることにする。政治エリートからの
動員は、市民の政治参加、特に投票への参加に対して大きな影響を及ぼすとされてきた
(Rosenstone and Hansen,1993)。ここでいう政治エリートとは、政治家や政党はもちろんのこと、
市民運動や NGO 活動を行っている運動家や活動家も含まれる。政治家や政党は主に選挙活
動・投票への参加を、運動家や活動家は彼らが取り組んでいる活動への参加を、どちらも市民
が加入している組織やあるいは家族、知人などを通じて呼びかける。その動員力は、政治家や
政党の方が、運動家らに比較すれば強いといわれている(西澤，2004)。つまり、選挙活動など
への参加に対する動員と、デモや集会への参加に対する動員とでは、動員の主体が異なるた
め、影響力が異なるのである。 
（各数値は％） 1996 2000
選挙関連活動
集会参加 18.4
選挙運動 17.6 21.7
献金・カンパ、機関紙購入 8.5
後援会 22.1
地元の当局や政治家に接触
国の政治家に接触
役所に相談、陳情、請願 2.9 6.0
請願書に署名 26.4 26.9
市民運動・住民運動
ボランティア活動
デモ、集会参加 10.2 7.5
n 1535 1618
データ
1996年「衆議院選挙に関する世論調査（JEDS96）」
2000年「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000）」
10.7 12.8
4.4 3.5
 
表 2-2 被動員経験率 
 表2-2は1996年と2000 年に行われた世論調査における知人・友人からの参加依頼経験率、
すなわち被動員経験率を表したものである 9
                                                   
9 被動員経験率を測定するための質問項目は、以下の通りである。「これまでに 1 度でもこの中にあ
るような活動をするように知人や友人から頼まれたことがありますか。あるものをすべてあげてくださ
い。」  
。最も高い依頼率を示しているのは請願書への署
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名であるが、これは活動の性質上当然の結果といえる(西澤，2004)。つまり、通常、請願書には
「頼まれるから」署名するのである。署名を除くと、選挙関連活動の方がそれ以外の活動よりも
被動員経験率が高くなっており、動員主体の規模やリソースの量によって動員力に差があるこ
とが確認できる。しかしながら、表２－１と表２－２を合わせてみると、各活動項目の被動員経験
率と参加率にははっきりとした傾向は確認できないことがわかる。たとえば、選挙運動への動員
率は住民運動・ボランティア活動への動員率より高いが、実際の参加率では後者の方が前者よ
りも高くなっている。 
拒否率（％） 回答者数
選挙運動を手伝う 59.1 22
後援会員として運動する 56.0 25
党員として運動する 60.0 5
政党活動を支援する
（献金、機関紙購入など）
67.9 28
政党・候補者の集会に行く 44.9 147
累計 50.7 227
データ
「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000）  
表 2-3 2000 年総選挙時における参加依頼拒否率 
実際に、市民の多くは政治エリートからの動員を「拒否」している。表 2-3 は 2000 年のパネル
データを用いた動員拒否率を表したものである。JEDS2000 のパネル調査は 2000 年 10 月に実
施され、6 月に行われた衆議院総選挙における選挙活動への参加と参加依頼の有無をそれぞ
れ尋ねている。この表は、知人や友人から参加を依頼されたにもかかわらず、参加しなかった
回答者の割合を示している。表から、「政党・候補者の集会に行く」以外の項目では、拒否率は
50％を上回っていることがわかる。上述したように、選挙活動への動員は強い組織力をもつ政
治家や政党が主体となって行われるため、動員力は強いとされる。それでも半数以上の市民が
参加を拒否していることを考えると、動員のみを参加の要素として捉えることにはやはり問題が
あるだろう。参加依頼を受けて参加する市民と、依頼を受けても参加しない市民には何らかの
違いがあることが考えられるのである。そこで次節では、政治参加に関わる市民の意識に注目
する。 
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2.4. 政治参加と市民の意識 
表 2-4 は 1996 年から 2005 年までの各活動項目の参加受容度及び忌避態度を表したもの
である 10
西澤(2004)は、このような忌避率の高さは、たとえばデモや選挙運動といった西澤のいう「公
的なチャンネル
。これにより、市民が各政治活動に対してどの程度「関わりたいか」あるいは「関わりたく
ないか」を知ることができる。この表から明らかに読み取れることとして、どの活動項目について
も「関わりたくない」と答えた回答者が非常に多いことが挙げられるだろう。特に選挙活動関連
の項目では、軒並み 70％以上の回答者が「関わりたくない」と答えているのである。 
11
 JEDS2000 では、政治参加に関連する市民の意識を尋ねるもう 1 つの質問が尋ねられていた。
それは回答者の過去の参加経験に関して、具体的な効果の有無を尋ねる質問項目である
」を用いて問題を解決することをそもそも好まない日本人の一般的な性格を
反映しているものであり、忌避態度は有権者が政治的活動に参加するかどうかを決定する際の
非常に重要な要素であると述べている。しかしながら、西澤自身も述べているように、このような
傾向が日本人特有のものであるかどうかは、他国の同様な質問項目との比較を行わないと解
明できない。そのような比較によって、忌避態度の形成過程が明らかにならない限り、忌避態度
による政治参加の説明は「関わりたくないから参加しない」というトートロジーに近いものになっ
てしまう。 
12
 
。
自らの政治参加経験を「効果があった」と答えた回答者は、自分の経験を肯定的に評価してい
て、逆に「効果はなかった」と答えた回答者は否定的に評価しているということできるだろう。つ
まり、自身の参加経験についての自己評価を表しているのである。表 2-5 は、活動形態別の経
験に対する評価を示したものである。 
                                                   
10 参加忌避率を測定する質問項目は以下の通りである。「これらの活動について、これからもやっ
ていく、または機会があればやってみたいと考える人と、できれば関わりたくない人がありますが、あ
なたはどうお考えですか。」選択肢：「やってみたい」「どちらでもない」「関わりたくない」 
11 西澤(2004)では、政治参加全般を「公的なチャンネルを用いた問題解決方法」と捉えていて、そ
の中でも投票はもっとも制度化された「公式」な手段であると述べて、投票と投票外参加とを区別し
ている。 
12 参加経験に対する評価を測定する質問項目は以下の通りである。「(参加経験を尋ねた後で)そ
れでは、今、お答えいただいたものについてお尋ねします。○○○は、具体的な効果が上がったとお
考えでしょうか。」選択肢：「はい」「いいえ」「わからない」 
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この質問項目には、動員や参加受容度と異なり、実際に参加したことのある回答者のみが答
えている。活動形態によって数値は異なるものの、概ねどの活動においても、自身の経験を肯
定的に評価している回答者が多いことがわかる。特に、「効果があった」と答えた割合が高い項
目は、選挙運動に関する項目と、役所への相談、ボランティア活動などである。これらの活動は、
目的を達成しようとする手段として他の活動に対してより直接的であり、参加者にとって自身の
活動の結果が明確にわかりやすいということが考えられるだろう。 
 
（各数値は％）
受容率 忌避率 受容率 忌避率 受容率 忌避率 受容率 忌避率
選挙関連活動
集会参加 7.9 77.6 13.2 69.3
選挙運動 8.2 68.7 8.0 76.3 10.7 73.3 14.1 69.6
献金・カンパ、機関紙購入 4.6 85.1 6.6 83.1 8.3 79.3
後援会 6.8 80.2 9.5 76.6 10.6 75.4
地元の当局や政治家に接触
国の政治家に接触
役所に相談、陳情、請願 10.8 61.1 11.7 64.8 11.9 67.8 32.7 42.5
請願書に署名 26.2 44.2 15.4 60.0 20.9 54.4
市民運動・住民運動
ボランティア活動
デモ、集会参加 7.8 71.9 3.9 83.2 4.5 80.4 8.5 75.4
n
データ
1996年「衆議院選挙に関する世論調査（JEDS96）」
2000年「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000）」
2003年「開かれた社会に関する意識調査（JSS-GLOPE2003）」
2005年「21世紀日本人の社会・政治意識に関する調査（GLOPE2005)」
5.2 2.9
28.9 24.6
1996 2000 2003 2005
71.5
45.1
84.7
52.0
5.4 6.5
52.3 41.3
78.3
1535 1618 2064 1397
24.1 40.4
83.2
 
表 2-4 政治的活動に対する受容度・忌避態度 
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（各数値は％） 効果あり わからない 効果なし 有効回答数
投票 41.7 33.9 24.4 1430
選挙に立候補する 40.0 10.0 50.0 10
選挙運動を手伝う 61.9 20.9 17.3 446
候補者や政党への投票を依頼する 56.3 31.0 12.7 403
政治家の後援会員となる 39.3 29.9 30.9 405
政党の党員となる 44.2 26.0 29.8 104
政党活動を支援する（献金・機関紙購読など） 44.8 30.1 25.2 163
政党・候補者の政治集会にいく 37.5 35.1 27.4 427
議員に手紙を書いたり電話をする 45.5 27.3 27.3 66
役所に相談する 63.8 13.3 22.9 210
請願書に署名する 36.5 40.3 23.2 548
デモや集会に参加する 39.1 31.1 29.5 156
住民投票で投票にいく 48.1 32.9 19.0 79
地域のボランティア活動や住民運動に参加する 73.1 17.1 9.8 357
自治会活動に積極的に関わる 71.3 19.9 8.8 522
網掛けは50％以上を表す
データ
「社会生活と生活に関する世論調査（JEDS2000）」  
表 2-5 過去の経験に対する評価 
 
 次に、参加経験に対する自己評価と有権者の社会的属性との関連について示す。まず、
表 2-6は過去の参加経験に対して肯定的な評価を行った割合と、回答者の代表的な属性
やソーシャルキャピタル（社会関係資本）との相関を表したものである。参加受容度と
の間に弱い相関が見られるものの、その他の質問項目とは全く関連性がないことがわか
る。参加受容度との相関は、自らの参加経験を「効果があった」と肯定的に評価した回
答者ほど、「やってみたい」と答えていると考えることができるだろう。また、表 2-7
は参加経験に対する評価と職業との関係を表したものであるが、回答者の職業と参加経
験に対する評価にも特に関係性がないこということわかる。 
このように、参加経験に対する評価は有権者の社会的な属性から独立して行われている可
能性が高いといえる。また、過去の参加により効果を感じた市民の参加受容度が高くなることが
考えられる。以上より、過去に経験した活動に対する主観的な効果がその後の政治参加に影
響を及ぼしている可能性があるといえるだろう。 
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相関係数
参加受容度 0.09 *
参加依頼（動員） 0.02
性別 0.06
年齢 0.04
都市規模 0.05
収入 -0.04
教育年数 -0.05
通勤（通学）時間 -0.05
他者に対する信頼 -0.12
政治的会話頻度 0.1
政治的有効性感覚 -0.06
**p＜0.01　*p＜0.05
データ
「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000）」
社会的属性
ソーシャルキャピタル
 
表 2-6 参加経験に対する評価と回答者の属性についての相関 
 
（各数値は％）
参加効果度 公務員 勤め 自営 家族従業 その他 主婦 無職 平均
0-20％未満 16.7 25.8 17.5 18.9 16.7 20.4 25.9 22.3
20-40％ 16.7 15.1 10.6 8.1 25.0 13.6 14.8 13.8
40-60％ 10.0 20.1 18.8 13.5 8.3 17.7 13.9 17.7
60-80％ 10.0 9.1 18.1 10.8 8.3 11.6 12.0 11.9
80％以上 46.7 29.9 35.0 48.6 41.7 36.7 33.3 34.3
計（人数） 30 298 160 37 12 147 108 792
データ
「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000)」
職業分類
 
表 2-7 参加経験に対する評価と職業とのクロス表 
 
2.5. まとめ 
ここまで政治参加の定義と種類、及び日本における様々な政治活動への参加率、動員と受
容度、そして過去の経験に対する評価について述べてきた。ここで本章の内容をまとめておこう。
まず、政治参加とは、一般の市民が政府の政策決定に影響を与えようとする活動のことであり、
選挙における投票から NPO・NGO 活動に至るまで幅が広く、活動の種類によって、難易度や
与えうる影響力が異なる。日本では、投票率とそれ以外の活動参加経験率との間に大きな差が
あり、投票への動員経験率も高い。逆に投票以外の活動に対しては参加受容度が低く、動員
拒否率も高い。最後に、本章で提示したデータ分析を通して、１つの重要なポイントが浮かんで
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くることを強調しておきたい。それは、これらの傾向が 1970 年代から 2000 年代にかけて安定的
に推移しており、変動の幅は小さいということである。このことは少なくとも 1970 年代以降、有権
者の政治参加のメカニズムが一貫している可能性が高いことを意味し、本研究にとって重要な
理論的インプリケーションを持つ。したがって、本研究では次章以降の分析において質問項目
の制約から用いるデータセットが JES2 及び JEDS2000 に限定されるが、分析結果から得られる
知見はある程度の一般性があるものだといえるだろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参加のメカニズム                                第 3 章 政治参加の理論 
- 26 - 
 
3. 政治参加の理論 
 
本章ではまず、これまでの政治参加研究において蓄積されてきた諸理論を整理し、その問
題点を指摘する。次いで、本研究で提起する新たなモデルとその理論的枠組みについて述べ
る。  
どのような市民が政治的活動により参加するのかという問題に対して、既に序章でもふれた
通り、過去に様々なアプローチから説明することが試みられてきた。パティーらは、このような理
論やモデルを、個人の属する社会から説明しようとするものと、個人そのものから説明しようとす
るものに分類した(Pattie, Seyd, and Whiteley, 2004)。前者に入るものとしては、職業や所属集
団などの社会経済的な属性やソーシャルキャピタルにもとづくモデルが挙げられる。また、後者
に分類されるものとしては、合理選択理論に基づき、アクターである有権者の期待効用やコスト
から参加を説明しようとするモデルや、個人の意識や態度に着目した心理学的なモデルがある。
次節以下では、これらの理論・モデルについて概観し、その問題点を指摘した上で、本研究で
提起する個人の強化学習による政治参加モデルについて述べていくことにする。 
 
3.1. 有権者の社会経済的地位 
どのような人々が政治活動により参加しやすいのか。このことを説明する最も古典的な理論
的枠組みが、社会経済的地位によるものである。これは政治参加の要因を、市民の職業や居
住地、年齢や年収、教育程度といった個人の属性から説明しようとする。政治的活動にはコスト
がかかり、参加するにはリソースが必要なため、活動に必要な知識や情報を入手しやすい職業
についている市民や、年収や教育程度の高い市民がより参加しやすいという理論である。実証
研究でも、従来国際比較においては、社会経済的地位が高く都市部で生活している市民ほど
より政治に参加することが確認されてきた (蒲島, 1988；Pattie et al., 2004) 。 
しかしながら、この理論の最大の問題点は、社会経済的な地位の高さが政治参加に結びつ
くメカニズムが曖昧であることである。その結果、ある社会経済的地位にいる個人は政治参加に
対してどの程度のリソースを有しているのか、あるいは、様々な政治的な活動に参加するには
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それぞれどの程度のコストがかかるのかといったことを理論的に予測することができない。この
問題は、しばしば政治参加の要因を検討する際に不必要な混乱を引き起こすこともある。たと
えば、蒲島（1988）によると、日本では都市部より農村部の住民の方が積極的な政治参加を行
っていて、教育程度と所得は参加に対して独立した効果は見られないとされ、この理由として、
蒲島は農村部の人々が動員によって参加しているためであると説明している。しかし、これは
「地位」から「動員」へと、政治参加の要因がすり替わっていることを意味する。 
また、因果メカニズムのあいまいさは、実証レベルにおける混乱をも引き起こしている。たとえ
ば、アメリカの黒人は一般的に社会介在的地位が低い傾向があるが、黒人としての意識を強く
持っている市民は、社会経済的地位が低くても様々な活動に参加しているという研究や、教会
での活動、ボランティアなど政治活動以外の参加経験がある市民は、年収が低くても政治参加
しやすい傾向にあるという研究もある（Shingles, 1981; Verba and Nie, 1972）。さらに、
Tenn(2007)では、外生的なライフサイクル効果を排除すると教育の政治参加に対する効果は
消えると主張している。このように社会経済的地位による説明は、参加しやすい市民の属性の
傾向を表してはいるものの、必ずしも一貫した結果を得ているわけではない。しかも最終的に研
究対象の地域に固有の理由に行き着くこともあり、その場合には反証可能性が担保されていな
いことにもなる。 
 
3.2. ソーシャルキャピタル 
ソーシャルキャピタルとは、1980 年代に社会学で発達し、一見非合理的に見える個人の行
動を合理的に説明することを目的とした概念である(Coleman, 1990; Putnam, 1993; 鹿毛, 
2002a, 2002b)。人的ネットワークをリソースとして活用することができれば、合理的に選択する行
動も異なってくるという考え方で、社会学者のコールマンは、他人の助けに対するニーズ、他の
アクターからの支援がどれだけ得られるか、自分がどれだけリソースをもっているのか、他者に
助けを求める行動に対する文化的な規範が何かなどによって、ソーシャルキャピタルが発達し
ていくと述べている(Coleman, 1990)。 
ソーシャルキャピタルの概念を政治学の分野に最初に用いたのは Putnam(1993)である。イタ
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リアの州による行政パフォーマンスの違いを説明した研究の中で、パットナムはソーシャルキャ
ピタルを、「信頼感や規範意識、ネットワークなど、社会組織のうち、集合行為を可能にし、社会
全体の効率性を高めるもの」と定義している。そして、これら社会的信頼、互酬性の規範、市民
的（水平的）な参加ネットワークなどが、政治システムに対する信頼感を高めて、政治参加を促
進させるとしている(Putnam, 1993; 平野, 2002a)。パットナムは当初、ソーシャルキャピタルは歴
史的に醸成されていくものであり、長期的に変化しないとしていたが、後に中期的にも変化しう
ると修正している(Putnam, 1995; 鹿毛, 2002a)。 
しかしながら、このような定義とその後行われた研究には様々な批判がなされている。たとえ
ば池田（2002）は、ソーシャルキャピタル論に対するこれまでの批判を以下のように整理してい
る。①定義の中に既に因果関係がふくまれている、②信頼とネットワークなど変数同士に整合
性がない、③ソーシャルキャピタルが蓄積される短期的要因が示されていない、④もともと集団
（ネットワーク）に関する理論であり、個人の組織加入や信頼感を独立変数として分析するのは
問題がある。 
このような批判もあり、実証研究ではソーシャルキャピタルに含まれると考えられる変数を個
別に取り出して分析に用いられることが多い。以下、日本における政治参加研究でこの概念を
用いて分析しているものについて考察する。 
平野(2002a)は JEDS2000 データを用いて、人間関係が水平的な組織への参加が他者一般
への信頼・有効性感覚を高め、それが政治制度への信頼に影響し、そして全ての変数が政治
参加に影響を与えるというモデルを構築し、実証分析を行っている。分析の結果、組織への参
加、一般的信頼のどちらも投票参加に影響を与えず、署名活動と選挙活動に対しては、水平
的な組織への参加が影響を与えているものの、人間関係が垂直的なグループへの加入も政治
参加に影響を与えると結論付けている。つまりパットナムのいうようなメカニズムで市民の政治参
加が行われているということは確認されず、むしろ組織による動員によって政治的な活動に参
加している可能性が高いということを示唆している。 
また、岡田(2003)は JESⅡデータの中でソーシャルキャピタルの要因と考えられる変数（水平
的人間関係、国の政治への信頼、政治的会話、自発的団体への加入など）で主成分分析をお
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こない、これらの変数が一次元的なものではなく、ネットワーク次元と信頼次元の二次元に分け
られることを明らかにした。つまり、自発的な団体に加入し、水平的人間関係には大きな価値を
置いていて、政治的会話の頻度も高いが、国の政治には信頼をおいていないというタイプの人
と、政治的会話の頻度が高く、国に対する信頼もあるが、権威主義的で垂直的な人間関係に
価値をおいているタイプの人に分けられるというのである。そして、投票参加には後者が大きな
影響を与えていて、前者は影響を与えていないとしている。岡田は、この理由として後者が動
員によって投票に参加しているのに対し、前者は政治不信に陥り投票に参加しないからだと述
べている。 
ソーシャルキャピタルという概念を用いて政治参加を説明しようとした両者の研究には、理論
的そして方法論的な問題点があると考えられる。まず理論的な問題としては、どちらも政治エリ
ートの動員が有権者の参加に直結することを自明として捉えている点である。両研究は共に結
論として動員が大きな影響を及ぼしている可能性を挙げている。確かに両者の研究における従
属変数は、選挙運動や投票への参加であるので、動員の主体は政治家や政党であり、彼らの
動員力が強いことは十分に考えられることであろう。しかしながら、政治エリートからの動員がそ
のまま市民の参加に結びつくわけではないことは 2 章で示した通りである。動員されて政治活
動へ参加している市民には、動員を拒否しなかった何らかの要因があるはずであるが、両者の
研究はこの可能性を捉えていない。もう１つの問題として、モデルが静態的であるという点が指
摘できる。市民が参加依頼を受け入れた要因に市民のこれまでの経験といった時間に関わる
要素が含まれるとすれば、これらの要因を分析の視座に入れないのは理論的な問題点といえ
る。そして方法論的な問題はこの理論的問題とも関連しているが、実証分析においてどちらも１
時点のクロスセクショナルなデータしか用いていないことが指摘できる。すなわち、これらの研究
からは有権者の変化が捉えられないという問題がある。 
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3.3. 合理的選択理論 
合理的選択理論 13
従来の均衡分析では、均衡にいたるアテイナビリティ(attainability)が考慮されることはなく、
どのようなプロセスを経てその均衡に至るのかを明らかにした研究は少ない。そもそもこれらの
モデルでは均衡にいたる時間軸は分析の射程外であり、本来モデルから予測できることは「い
つか、ある時点で」均衡に至るということのみである。にもかかわらず、現実の政治状況そのもの
が既に均衡状態になっていると捉えていたのである(Kollman, Miller and Page, 2003, 8-9)。しか
しながら、Epstein and Hammond(2002)のシミュレーションモデルのような非常に簡単なルール
のゲームでさえ、大半の時間は「非均衡」状態なのである。複雑な社会における個人の振る舞
いの結果としての政治状況などを「均衡」としてとらえるのは現実的ではなく、不安的な非均衡
な状態であると考えることによって、よりダイナミックな説明ができると考えられる。 
にもとづく政治参加モデルは、行為者の行動を選好とコスト、期待効用に
よって説明しようとするものである。政治参加については、ライカーとオーデシュックの投票参加
のモデルがよく知られている(Riker and Ordeshook, 1968)。また、政治活動への参加を公共財
供給メカニズムへの参加と捉えて、社会的ジレンマ状態での行為者の行動（協力または非協力）
を表すモデルとして扱われることもある（Levine and Palfrey, 2007)。両モデルとも、行為者は将
来得られるであろう効用が最も大きくなるような戦略をとるという仮定をおいている。これらのモ
デルの問題点は、個人の選択の結果から生まれる社会状況を、何らかの均衡状態として分析
することが多いことである。 
また、合理選択理論にもとづく政治参加のフォーマルモデル 14
                                                   
13 ここでの「合理的選択理論」とは、アクターが自らの期待効用を最大化すると仮定して、アクター
の行動を説明しようとする理論のことを指す。なお、後に挙げる学習理論については、合理選択理
論の範疇に入るという主張と、合理選択理論から逸脱するという主張の両者が存在する(Lupia and 
McCubbins,1998)。学習理論は最大化原理にもとづくものではないので、本研究では、後者の立
場をとる。 
は、非常に精緻であるが故に
モデルの妥当性を検証できるような観察データを入手することが難しいという問題もある。それ
ゆえ日本における実証研究もあまり多くないが、その中で、岡田(2003)はJES２データを用いて
14 研究対象となる主体の行動や選好に関して基本的な仮定を設定し、この仮定から演繹的に導出
されたモデル。数理的にモデルが構築されることが多いが、必ずしも同義ではない(堀内, 2000, 
933-934)。 
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ライカーらの投票参加のモデルを検証している。ライカーらの投票参加モデルは以下のように
表わされる、 
R=P×B－C＋D               （３．１） 
式３．１において、Rは有権者個人が、投票によって得られる効用を、Bは有権者が最も好む候
補者が当選したときに得られる効用と、最も好まない候補者が当選したときの効用との差を表す。
また、Pは投票によってBを得る有権者個人の主観的確率であり、Cは投票に際して生ずる有権
者のコストを意味する。そして最後にD15
また鬼塚(2000, 2004)は、公共財を得ることによる便益と、それが達成される可能性との積に、
個人的な誘因を加えたものが、参加コストよりも大きければ協力行動をとるというモデルを構築
して、地域政党の会員および生活クラブ生協の組合員に対して、仮想の選挙状況における会
員の意識と行動に関する調査を実施し、実証分析を行っている。具体的には、会員に対して仮
想の選挙を設定し、候補者の当選条件や他の会員の行動についての情報を与えた上で、選
挙運動に協力するかどうかを尋ねている。選挙運動を考えると、公共財による便益とは候補者
の当選から得られる利益であり、これが参加コストを上回ることは考えづらいことから、協力（参
加）を選ぶ会員には個人的な誘因があるはずだが、分析結果からは有意な要因は特定できて
いなかったという。さらに、仮想の選挙状態において、ただ乗り（free ride）する会員はほとんど
なく、便益や誘因が小さいにもかかわらず協力(参加)を選ぶ「自己犠牲的」な行動を選ぶ会員
が１／4 程度確認されたとしている。 
は市民としての義務感を表している。さて、有権者はR
の値がゼロより大きい場合には投票し、ゼロより小さい場合には棄権する。岡田の検証によると、
各変数は投票参加と相関をもっていたがPとBに関してはばらつきがあり、CとDは安定していた
という。すなわち、有権者は投票に対するコストと義務感を考慮して参加／棄権を決めていると
はいえるが、合理選択理論の前提である期待効用の最大化にもとづく行動は確認されなかっ
たのである。 
以上のように、合理選択理論に基づいたモデルには、市民が期待効用を考慮して、それを
                                                   
15 D に関しては、市民の投票義務感(Duty)を表しているとする立場と、長期的に民主主義システム
が維持されることに対する利益(Democracy)を表しているという立場がある。 
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最大化しようとするという前提があるものの、このような前提に導かれた結果は、実証的に確認さ
れていない。この結果は日本だけではなく、たとえば市民が自分の選挙区の情勢や、候補者や
政党についての知識や情報を有していないことは、各国で行われた多くの実証研究でも確認さ
れている(Niemi and Weisberg, 2001,100-113)。仮に市民がこれらの情報を有していたとしても、
自らの期待効用を最大化する戦略を決定するには、選挙活動や投票といった活動は複雑過ぎ
て、その情報処理能力の限界を超えるだろう。よって、市民が、自分の行動がどのような帰結を
もたらす可能性があるのかを予測することは困難であると考えられるのである。 
 
3.4. 心理学的モデル 
政治参加を説明するための心理的な概念として最も多く用いられてきたのは、市民が政府の
政策決定に対してどの程度影響力を持っていると考えているのかという政治的有効性感覚の
概念である。有効性感覚は、自身の能力として認知する内的有効性感覚と、政府がどれくらい
自分たちに対して応答的であるかという外的有効性感覚とに分けられるが、この内、内的有効
性感覚と政治参加との関連を探る研究が多くなされ、政治的有効性感覚が高ければ政治的活
動に参加しやすいという結果を導いている 16
しなしながら、有効性感覚と政治参加との因果関係は双方向であり、因果のどちらの向きが
より強いのかは議論が分かれている(Theiss-Morse and Hibbing, 2005; Ikeda, Kobayashi and 
Hoshimoto, 2008)。たとえば、Levi and Stoker(2000)では有効性感覚の高い有権者ほど投票す
るとしている一方で、Clarke and Acock(1989)では、投票した候補者が選挙に勝利するとその有
権者の内的有効性感覚が高くなると指摘している。すなわち、高い有効性感覚が政治参加をも
たらすのか、多くの政治参加を行うから有効性感覚が高くなるのかはわからないのである。また、
有効性感覚の高低を政治参加以外の要素で説明する多くの研究では、要素として所属する社
会集団や教育程度など先に挙げた社会経済的な属性を用いており、やはりそのメカニズムは
はっきりしていない
。 
17
                                                   
16 有効性感覚と政治参加との関連については Levi and Stoker（2000）が詳しく触れている。 
。 
17 例外として Arai and Kohno (2007)では、属する社会集団の政府に対する影響力の変化が、有
権者の有効性感覚に影響を与えていることを示した。 
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日本では、有効性感覚以外の心理学的モデルとして西澤(2004)による参加受容度、参加忌
避態度の研究が挙げられる。西澤(2004)では、投票とそれ以外の活動の参加率のギャップは、
政治参加という「公的なチャンネル」を通じた問題解決を望まないという、多くの日本人が持って
いる意識がもたらしている可能性があるとしている。このような活動の中で、日本において投票
は「公式」な手続きとしてもっとも制度化されており、それが国民に対して基本的な権利として国
から保障されている。このことによって、国民は投票を「正当な手段」として受け止めるため、参
加に対する拒否感を低下させているというのである。逆に言えば、デモや集会のように、その活
動の正当性に疑問を持つようなものに対しては強い拒否感を持ち続けるため、結果として投票
とそれ以外の活動には参加経験率に大きな差が生まれるのだとしている。 
 これらを検証するために西澤は、投票外政治参加の要因を参加依頼（動員）、参加受容度
（関わりたくない意識）、政治的会話頻度、政治的有効性感覚、選挙制度信頼、年齢、教育程
度、通勤時間に挙げ、JEDS96 データを用いて分析している。分析の結果、参加依頼（動員）と
参加受容度が大きな影響を与えていて、その他の変数は参加依頼（動員）の要因と考えられる
と述べている(図 3-1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
しかしながらこの分析で用いた参加受容度については３つの問題点が存在する。まず第１に、
参加受容度を測定する質問項目は、「これらの活動に今後、関わりたい（続けていきたい）と思
 
図 3-1 西澤(2004)による投票外参加モデル 
 
 
 政治的会話 
有効性感覚 
選挙制度 
信頼（－） 
通勤時間 
参加依頼（動員） 
参加受容度 
（関わりたくない意識） 
投票外参加 
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いますか」と、有権者の将来（未来）に対する意識を尋ねている項目であるにもかかわらず、こ
の項目を独立変数とし、過去の参加経験を従属変数として推定しているという点である。第２に、
参加経験のない有権者と経験のある有権者とを分けずに分析したことが挙げられる。ある政治
的活動に参加したことのある有権者は、その自分の経験をもとに今後も「関わりたい」か、それと
も「関わりたくない」かを決めると考えられる。西澤(2004)では、参加受容度は日本人が有してい
る政治行動全般に対する忌避感を測定するものとされている。そうであるならば、過去の参加
経験に対する評価も含まれてしまっていると考えられる参加経験者は、参加未経験者とは「関
わりたくない」の意味が異なるため、分析から除外する必要がある。そして第３の問題点は、参
加受容度という市民の政治的活動に対する態度と、実際の参加という行動とは概念として非常
に近接していることもあり、参加受容度の高低、すなわち「なぜ参加したいと思うのか」を説明す
ることができないことである。 
西澤は投票に関しては、投票経験を繰り返すごとに、市民は投票に対する許容度を強めて
いくと述べている。であるとするならば、市民の過去の経験を分析の枠組みに組み込むことが
必要となるのである。 
 
3.5. 適応学習理論 
前章で述べた投票参加のパラドックスを解決しようと、近年、数理モデルを用いる研究者が、
投票参加や投票方向をモデル化する際に、従来の合理選択モデルから数理行動論や心理学
などから発展した行動的意思決定理論（Behavioral Decision Theory）18
適応学習とは、限定合理性
にもとづくモデルを構築
するようになった（Fowler, 200７）。適応学習にもとづく投票参加モデルも、このような流れの中
で提起されたモデルのうちの１つである。 
19
                                                   
18 投票方向や、情報処理プロセスに対して行動決定理論を用いた研究として Lau and 
Redlawsk(2006)がある。 
のもとでの行動原理のうちの１つである(Gintis, 2000)。限定合
理性のもとでの個人は、期待効用の最大化を実現できるような能力は持たず、満足化しようとす
る(Simon, 1995)。Gintis(2000)によると、限定合理性のもとでの人間の行動原理は、遺伝、文化
19 限定合理性の詳細については、Simon(1985) を参照されたい。 
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継承、模倣、適応学習の 4 パターンが挙げられるという。この内、適応学習とは、他者あるいは
自らの過去の経験から次回の自分の行動を決定することを指す。この概念を用いて個人の行
動を説明しようとするアプローチでは、他の合理選択理論と同様に数理的にモデルを構築して
解析的に均衡点を求めるか、コンピュータによるシミュレーションが行われることが多い。以下で
紹介するように、政治参加研究でもコンピュータを用いたシミュレーションは使われはじめてい
る。しかし、シミュレーションによって仮想的に作り出されたデータは、現実に観察されたデータ
と比較して、モデルの妥当性が検証されなければならないが、そのような研究はほとんどない
(Gilbert and Troitzsch, 1999)。 
適応学習理論を用いたシミュレーション結果と観察データとの比較をおこなった、数少ない
研究の１つとして、Richards and Hays(1998)が挙げられる。彼らの研究では、相手の行動メカニ
ズム(効用関数)がわからない状況で、単純なゲームを繰り返した時に、プレイヤーがどのように
行動を決定していくかを実験 20
政治参加にこの概念を応用したモデルとしては、Bender, Diameter and Ting(2003)や
Fowler(200７)などの強化学習（reinforcement learning）による投票参加モデルが挙げられる。こ
れらのモデルでは、有権者は過去の自らの行動と周囲の行動の結果、つまり選挙結果をもとに、
投票をしたいという気持ち(aspiration)のレベルが変化させることによって、次回の選挙に参加
する確率が変化させていくのである。Fowler(200７)では、彼らのモデルで想定されているアクタ
とシミュレーションを用いて分析している。相手のアルゴリズムと
効用関数がわからない状況下で、被験者はコンピュータと対戦を繰り返す実験を行う。そして、
人が不確実性の中で自分の戦略を決定していく過程をモデル化し、シミュレーションによって
作り出した仮想のデータと実験結果を統計解析し、両データの近似度を測定することによって
モデルの妥当性を検証している。分析結果からリチャーズらは、人間は相手の行動メカニズム
が不明瞭な場合、相手の過去の行動を見ながら相手の行動メカニズムを大まかに予想して、そ
れに対する最適行動を選択すると述べている。 
                                                   
20 実験は以下の手順で行われている。被験者とコンピュータがそれぞれ１～１００までの数を選び、
その数字と効用関数に基づいて被験者とコンピュータの双方に利得が与えられ、被験者はこの対
戦を 150 回程度繰り返す。この時、被験者には双方の効用関数とコンピュータのアルゴリズムは知ら
されない。 
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ーは自らの期待効用を最大化させる“Prospective Optimizer”ではなく、前回を上回る分だけの
良い成果を追求する“Adaptive Satisficers”であると述べている。両者のモデルによるシミュレー
ションでは、そのような適応的な合理性（adaptive rationality）を持つ市民は、コストが大きく、自
分の 1 票が及ぼすであろう可能性が低くても投票することを示している。 
またFowler(2007)では、シミュレーションによって作り出されたデータと、パネル世論調査に
おける有権者の投票回数 21
しかしながら、これら強化学習を政治参加に応用した研究では、市民がモデルにもとづくメカ
ニズムによって行動しているのか否かを直接検証しているわけではなく、シミュレーションによっ
て作られたデータと、投票率や投票回数などの集計された観察データの分布の近似度によっ
て、モデルの妥当性を検討しているにすぎない。つまりこの２つの研究の問題点は、市民が自
らの経験を評価し、その評価をもとに次回の行動を決定するという、適応学習モデルが持つ市
民の能力に関する仮定については、実証的に検証がなされていない点にある。また、コンピュ
ータによるシミュレーションを行う大きな利点として、モデルの収束状況だけでなく、収束に至る
プロセスを観察できるということが挙げられるが、両者の研究は共にプロセスには着目しておら
ず、シミュレーションがもつポテンシャルを十分には活かせていない。 
とを比較し、どちらのデータも、1 回も参加しない有権者と、行われ
た選挙全てに参加する有権者の２極に分布が分かれることを示した。ファウラーはこのことから、
有権者の投票参加は適応型学習に基づいて行われている可能性が高く、このような行動原理
が働く有権者は、選挙毎に参加するかどうかを決める“Casual Voter”ではなく、常に参加する
か全く参加しないかのどちらかの行動を取る“Habitual Voter”であると述べている。 
 
3.6. まとめ 
 以上、これまで政治参加を説明する諸理論とその実証研究について整理してきたが、ここで
改めて各理論とその実証研究の問題点についてまとめておこう。まず、社会経済的地位による
説明は、地域によって参加しやすい市民の傾向が異なるとされ、一貫性がない。また、政治エリ
ートからの動員による説明は、動員を拒否しない要因を明らかにする必要があるであろう。合理
                                                   
21 ミズーリ州セントルイスで選挙時に行われた 7 回のパネル世論調査データを用いている。 
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選択理論にもとづく政治参加に関するモデルでは、実証研究において期待効用を最大化する
行為者という理論の前提が反証されている。心理学的モデルに関しては、参加受容度の高低
を説明するためにも、市民の過去の経験を考慮する必要があるといえるだろう。最後に適応学
習理論については、その理論の前提となる市民の判断能力を検証するとともに、このモデルに
よって導かれる結果だけではなく、そのプロセスを検証する必要がある。 
そこで次章ではまず、Bender et al (2003)と Fowler(200７)の強化学習モデルの詳細について
述べ、次に両者の研究では検討されなかった、シミュレーションが収束していくプロセスを分析
するために、新たに修正したモデルでのシミュレーション結果を示す。そして最後に、世論調査
データを用いたシミュレーションを行うことによって、修正したモデルの予測力とライカーらの投
票参加モデルの予測力との比較を行う。 
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4. 強化学習モデルにもとづく有権者の投票参加 
 
本章では、コンピュータによるシミュレーションを用いて強化学習による政治参加をモデル化
し、現実の政治参加データとの比較を行う。まず強化学習を政治参加に応用した代表的な研
究である Bendor et al. (2003)と Folwer(2007)のモデルの詳細について述べ、このうち
Fowler(2007)のシミュレーションを追試し、このモデルの問題点を指摘する。次いで、追試によ
って明らかになった問題点を改善するためにモデルを修正し、再度シミュレーションによって分
析を行う。具体的には、ファウラーのモデルの有権者に世代と寿命、及び遺伝を導入すること
で有権者の学習プロセスをより詳細に検証する。最後に、このモデルと３章で述べたライカーら
の投票参加モデルのパラメータに、パネル世論調査データを代入して有権者の行動を予測し、
実際の行動と両モデルの予測との一致度を算出することで、両モデルの予測力を比較する。 
 
4.1. 強化学習とシミュレーションアプローチ 
Bendor, Diermeier, and Ting(2003)は、心理学における強化学習のモデルの１つである
Bush-Mosteller モデルを応用した投票参加モデルを構築し、シミュレーションによって集計され
た投票率は、投票コストが高くても、現実の選挙における投票率に近いことを示した。
Bush-Mosteller モデルとは、個人が何らかの意思決定を繰り返していく状況下において、過去
の行動とその結果から次の行動を決定するプロセスを表すモデルである。このモデルにおける
個人は、未来を予想して最大化行動をとるのではなく、自らの行動結果に適応して次の行動を
決めることが想定されている。Kanazawa(1998)はアメリカの世論調査データである ANES データ
（American National Election Survey）を用いて、有権者がこのモデルのような投票参加を行って
いることを示唆している。 
しかしながらベンダーらのモデルは、集計レベルでは現実の投票率に近い結果を示している
ものの、モデル内での個人の投票行動を追っていくと、選挙ごとに投票したり棄権したりを繰り
返す“Casual Voter”が多いことがFowler(200７)によって報告されている。Fowler(200７)は、実際
の選挙では有権者は毎回投票する習慣的投票者（Habitual Voter）と毎回棄権する習慣的棄
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権者（Habitual Abstainer)とに分かれることを示し、修正したモデルのシミュレーション結果とパ
ネル世論調査データを比較して、自身のモデルの妥当性が高いことを示している。 
上述した Bendor et al.(2003)や Fowler(200７)のように、有権者や政党の意思決定や行動を
数理モデルで記述し、コンピュータによるシミュレーションによってそのモデルの振る舞いを観
察する研究は近年になって特に多くなってきた（Kollman, Miller and Page, 1998; Laver, 2005
など）。シミュレーションを用いる１つの利点は、複雑なモデルで解析的に均衡を求めることが困
難であったり、あるいは均衡の存在しないモデルの場合にも、モデル内のエージェント（ゲーム
理論でいうプレイヤー）がどのように行動するかを観察することができ、均衡がある場合には、均
衡にいたるアテイナビリティ（attainability）を検証することもできることにある(Kollman, Miller and 
Page, 2003)。また、結果としての均衡の有無のみならず、個々のエージェントやシステム全体の
時間的変化など、モデルの振る舞うプロセスを観察できるという点も、シミュレーションの特長と
して挙げられることが多い(Johnson, 1999; Gilbert and Troitzsch, 1999; 山影, 2007)。 
しかしながら、政治学におけるシミュレーションを用いた研究のほとんどは、モデルが動き出
してから数百～数千ステップ目のエージェントやシステムのパラメータを集計したものを結果と
して報告し、その集計結果を統計解析することでモデルの妥当性を検証している(稲水,2006)。
言い換えれば、モデルの振る舞いが収斂していく過程で各エージェントがどのように変化して
いるのかを明らかにできるというシミュレーションの利点を活かした研究はまだ少ないのである。 
次節では、Fowler(200７)のモデルのシミュレーションを追試し、その収斂過程をより慎重に考
察することにする。このような分析によると、有権者の行動と選挙結果との相互作用によって強
化学習が行われていく過程が、現実と乖離していることが示される。そこで、これに代わるモデ
ルを構築し、再度シミュレーションによってモデルの振る舞いを観察する 22
                                                   
22 本稿で行ったファウラーモデルの追試及び修正モデルのシミュレーションは㈱構造計画研究所
(
。結果を先取りして
いうと、新たなモデルの集計投票率、個人の投票回数、そして選挙結果と有権者の学習過程と
もに現実のデータと一致する傾向が見られたので、修正したモデルの方がファウラーのモデル
よりも優れているということができる。 
http://mas.kke.co.jp/)の artisoc academic1.0 を用いた。 
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4.2. ファウラーの投票参加モデル 
Fowler(2007)のモデルは、ベンダーらのモデルの有権者の投票確率を表す部分のみに修正
が加えられたモデルである。両者のモデルにおける有権者の行動は、図 4-1 のフローチャート
のように表される。以下では、ファウラーのモデルについて記述する。 
 
 
 
 
 
 
いま、nR人のR党支持者とnD人のD党支持者がいる選挙区（N＝nR＋nD）を想定する。各有権
者はそれぞれt時点ごとに投票するか、棄権するかを選択する。投票することを決めた有権者
は、自分の支持する政党のみ
．．
に投票する。投票の結果、t時点ごとに多くの有権者が投票した
政党が選挙に勝利する。自分の投票行動と選挙結果によって得られる利得πは以下のとおり
である 23
   ①投票して、支持政党が勝利するとπ＝b-c 
。 
②棄権して、支持政党が勝利するとπ＝b 
③投票して、支持政党が敗北するとπ＝-c 
④棄権して、支持政党が敗北するとπ＝0 
ただし、b は選挙結果から得られる利得を、c は投票コストを表す。有権者 i が t 時点において
投票する確率を pi,t(V) ∈ [0,1]とする。有権者の選択肢は、支持政党への投票と棄権しかな
いので、棄権する確率は pi,t(A) = 1 − p i,t(V)となる。それぞれの有権者 i は、得られる利得に対
する期待度(aspiration)ai,t を持っていて、ai,t+1 は前回の期待度と選挙で得られた利得との重み
付き平均で以下のように表される。 
                                                   
23 ベンダーら、ファウラーどちらのモデルも、不確実性を組み込むために一定の確率で利得に対し
てランダムショック（θi,t）が与えられる。 
 
出典：Bendor et al.(2003) Fig.1 を筆者が訳した 
図 4-1 強化学習による投票参加モデル 
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ai,t+1 = λai,t＋(1- λ)πi,t 
それぞれの選挙後、有権者の投票確率pi,t;1は利得と期待度の関係によって以下のように定義
される2425
              πi,t ≧ ai,t  ならば   pi,t+1(V) = min(1, pi,t(V)+α) 
。 
              πi,t <  ai,t  ならば   pi,t+1(V) = max(0, pi,t(V)-α) 
ここでαは強化学習のスピードを表し、min(a, b)はaとbのうち値の小さい方を、max(a, b)はaとb
のうち値の大きい方をとることを表す。両者のモデルとも各パラメータに様々な値を入れてモデ
ルの振る舞いを検証しているが、主要な結論は、パラメータを以下の値に設定したときのシミュ
レーション結果をもとに導いている。N＝10000、nR＝nD＝5000、b=1、c=0.25、α＝0.1、λ＝
0.95、pi,t=0=ai,t=0= 0.5。本研究でも特に断りのない限り、シミュレーション結果はこれらの値をパラ
メータとして用いたものである。また、両論文と同じように 1000 ステップ目のものを 1000 回繰り
返した平均値 26
 
をシミュレーション結果として分析に用いた。 
4.3. 投票率、個人の行動と選挙結果 
本節では、まずファウラーモデルを追試し、シミュレーション結果がファウラーの報告と同様の
結果を得られたことを示す。その上で、このモデルにおける有権者の投票方向と選挙結果が現
実と乖離していることを示す。 
表４-１はファウラーのモデルを追試した時の党派別平均投票率である。平均投票率は
Fowler(2007)で報告されている結果とほぼ同じ値が得られ、投票コストがある程度高くても有権
者が投票することを示している。次に、図 4‐2 は 1000 ステップ目（t=1000）の有権者の過去 6 回
の投票回数を表したものである。1 回も投票に行かない有権者とほぼ毎回投票する有権者に分
かれることが示され、ファウラーの報告通り、このモデルでの有権者は習慣的投票を行っている
ことがわかる。 
                                                   
24ベンダーらのモデルにおける、有権者の投票確率を表す式は以下のとおり。 
  πi,t ≧ ai,t  ならば   pi,t+1(V) = pi,t(V) + α(１−pi,t (V)) 
  πi,t  < ai,t  ならば   pi,t+1(V) = pi,t(V) − αpi,t (V) 
25 ベンダーら、ファウラー両者のモデルともに一定の確率で投票確率を変えない有権者がいる。 
26 この操作の目的は、主に初期値の影響をなくすためである。 
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図 4-2 有権者の投票回数 
 
ここまでの結果から、追試したモデルはファウラーのモデルを再現しているといえる。そこで
次に、このモデルがどのような選挙結果を生み出しているのかを検討する。図 4‐3 は 1000 回繰
り返したシミュレーションのうちのある回における、各党への投票者数及び棄権者数をステップ
ごとにグラフ化したものである。グラフの横軸は 200 ステップまでとなっているが、この後も大きな
変化は見られなかった。この図から、最初に選挙に勝った政党がその後の選挙でも勝ち続けて
いるのがわかる。そこで、この回の有権者の投票回数を政党別に分けて表したものが図 4‐4 で
ある。この図からも常に投票している有権者は最初に勝った政党に投票している有権者しかい
C Democrats Republicans
0.05 0.447 0.464
0.25 0.248 0.254
0.80 0.121 0.086
平均投票率（t＝1000）
表 4-1 投票コストと平均投票率(Fowler's Model) 
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ないことがわかる。 
これらの図は 1000 回のシミュレーションのうちの１つを抜き出したものである。1 ステップ目の
選挙での両党の勝利確率はほぼ 50%ずつであるため、表 4-１のように 1000 回のシミュレーショ
ンの平均値を取れば、両党が同じくらい勝利をしているように見える
．．．
。同様に、有権者の行動も
1000 回のシミュレーションの平均では確かに習慣的投票を行っているように見える
．．．
。しかしなが
ら本来このモデルは、各ステップの選挙結果と有権者の期待度(a)によって、有権者が強化学
習を行いながら選挙を繰り返していくことを表現したモデルであったはずである。ところが、シミ
ュレーション結果を１つずつ取り出して検証していくと、モデルの中の有権者は勝利か敗北のど
ちらか一方しか経験できず、したがって、学習結果によって変動する投票確率や期待度も一方
向にしか変化しない。これでは、モデル内の有権者の学習過程を詳細に分析することができず、
シミュレーションを用いた研究の利点を十分に活かせていないのである。 
 
図 4-3 ファウラーモデルのシミュレーション 
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図 4-4 党派別投票回数分布 
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コンピュータを用いたシミュレーションを行う場合、集計結果だけではなく、個人レベルの行
動過程も検証されなければならないことは、ファウラー自身も述べている。シミュレーション過程
の分析は、モデル内のエージェントの行動を理解する上で不可欠である。結果のみに注目す
ることで、シミュレーションモデルの示す現象の解釈を間違う危険があるからである（Bendor, 
Moe and Shotts, 2001；稲水 2006）。この結果を踏まえ、次節では Fowler(2007)のモデルの修正
点を習慣的投票の理論から探り、新たなモデルを構築する。 
 
4.4. 修正モデル 
 習慣的投票とは、有権者が投票や棄権を促す様々な要素に影響を受けながら、投票・棄権
を繰り返していく過程である。有権者が強化学習によって意思決定をおこなっているのであれ
ば、やはり有権者の学習過程を検討する必要があり、新たなモデルは強化学習を繰り返してい
くことで、有権者が習慣的投票者になるのかどうかを確認できるような工夫をほどこさなければ
ならない。コンピュータによるシミュレーションは、そのような過程の追跡や分析にも適した手法
である。 
ベンダーらやファウラーのモデルは、初期値の影響を排除する目的で 1000 ステップ前後の
シミュレーションを行った上で、モデルが収斂（Converge）する 27
そこで新たなモデルでは、各エージェントは 40 回選挙を経験すると消えるとともに、各ステッ
プの最初に新たなエージェントを発生させることにした。これにより、エージェントは年齢を持つ
ことになり、システム全体で見るとエージェントに世代が発生することになる。この操作によって、
のを確認し、最後のステップ
（1000 ステップ目）をシミュレーション結果として示してきた。しかしながら、有権者が経験する国
政選挙の回数は一生のうち３０－４０回程度しかない。つまり、実際に有権者が選挙を経験し、
その経験をもとに強化学習を行える機会は限られているのである。したがって、上述した有権者
の学習過程を検討するためには、有権者が最初の選挙を経験してから限られた期間にどのよう
な過程をたどったかを観察する必要がある。 
                                                   
27 ファウラーやベンダーらのモデルでも、ノイズを排除したシミュレーションでは 100 ステップ以内に
収斂することが確認されている。 
参加のメカニズム                  第 4 章 強化学習にもとづく有権者の投票参加 
- 46 - 
 
エージェントの年齢と行動との関係や、選挙結果と世代との関係を観察することができる。また、
集計値としてのシミュレーション結果は 50 世代目が生まれた時のものを用いた。 
このモデルは、パラメータの初期値によっては各エージェントの行動が収束しない可能性が
ある。言い換えれば、強化学習の途中で 40 ステップ目を迎えて消えてしまうことがありうる。つま
り、新しいモデルはファウラーのモデルよりも初期値の影響を受けやすいことが予想される。こ
のため、シミュレーションにおいては様々なパラメータを変化させた上で、モデルがどの程度影
響を受けるのかを検証した。また、新たにモデルに発生させるエージェントのパラメータ a と p は、
消えたエージェントのパラメータと、その周囲8セルに存在するランダムに選ばれたエージェント
のパラメータとのどちらかをランダムに受け継ぐようにした。これにより、各エージェントは、選挙
結果と自分を取り巻く周囲の環境との両方に適応していくように設定される。それ以外のパラメ
ータは Fowler(2007)と同じ値を用いた。以下、シミュレーション結果を示していく。 
 
4.5. シミュレーション結果 
 まず図 4‐5 は、有権者が 40 ステップを迎えると消え、毎ステップ 250 人ずつ新たな有権者が
加わるように変更したモデルのある回の党派別投票者数である。最初の世代が消える 40 ステッ
プ目から、毎ステップ消えていく有権者数と生まれてくる有権者数が同じになり、人口全体とし
ては先ほどのモデルと同じ 10000 人となる。この図から、各党への投票者数は同程度になり、選
挙毎に勝つ政党が変わることがわかる。また、ある政党は一度勝つとしばらく(２～10 回)は勝ち
続けることも示されている。 
 表 4-2 はこのモデルの投票コスト別平均投票率である。表４-1 と比較すると、投票コストが低
い場合の投票確率が若干低いことがわかる。これは、有権者が強化学習によって投票確率を
高くするには自分の支持する政党がある程度勝ち続ける必要があるからである。図4-5のように
選挙によって勝利する政党が変化するため、コストが低くても自分が生きている 40 ステップのう
ちに支持政党が連勝するかどうかによって確率は大きく変わっていくことがわかる。また、図 4-6
は図 4-4 と同じ回における党派別投票回数を表している。この図から R 党支持者、D 党支持者
ともに全く投票に行かない層と、必ず投票にいく層とに 2 極化していることがわかり、習慣的投
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票が行われていることが示唆される。これら結果から、修正モデルはファウラーモデルの非現実
的な振る舞いを補正できたといえるだろう。 
 
 
 
図 4-5 修正モデルのシミュレーション 
 
 
 
 
 
 
 
  
C Democrats Republicans
0.05 0.365 0.312
0.25 0.264 0.251
0.80 0.103 0.092
平均投票率（t＝1000）
表 4-2 投票コストと平均投票率(修正モデル) 
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図 4-6 党派別投票回数(修正モデル) 
 
次に、有権者の投票確率が若い時期の経験に依存しているかどうかを検討する。表４-3 は 1
回目からの連続投票回数と 40 ステップ目の投票確率を表したもので、図 4‐7 はそれを図示し
たものである。この図表から、若い時期の投票経験がその後の投票確率に大きな影響を及ぼし、
投票習慣を形成していることがわかる。 
 Plutzer(2002)は、有権者が選挙権を得た最初の選挙において投票するかどうかは、両親の
党派性の強さと投票習慣の有無、教育程度、そして社会経済要因によって大きく左右され、こ
の時期に連続して投票し続けた有権者は、年齢を重ねるにつれて両親からの影響は低くなっ
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ていくが、自身の結婚など投票習慣を変える可能性がある出来事を経験しても、投票し続ける
ことを調査データによって示した。また、Gerber, Green and Shachar(2003)では、フィールド実験
を行い、投票するように呼びかけられた被験者はその後の選挙においても、投票し続ける傾向
があることを示した。修正モデルのシミュレーション結果は、仮に有権者が投票参加の過程で、
本モデルのような強化学習を行っているとするならば、プラッツァーらの報告のような習慣的投
票者が現れるメカニズムを説明できるということを示唆している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-7 最初の投票経験と最後の投票確率 
 
1回目からの連続
投票回数
40ステップ目における
投票確率
0 0.081
1 0.131
2 0.457
3 0.587
4 0.674
5 0.792
表 4-3 最初の投票経験と最後の投票確率 
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1-9 10-19 20-29 30-39
0 0.092 0.162 0.195 0.255
1 0.098 0.167 0.241 0.274
2 0.147 0.275 0.247 0.297
3 0.421 0.357 0.264 0.352
4 0.492 0.422 0.331 0.358
5 0.661 0.426 0.365 0.366
6 0.685 0.445 0.403 0.387
7 0.688 0.472 0.448 0.392
8 0.691 0.512 0.462 0.395
9 0.693 0.601 0.487 0.405
年代支持政党の
連勝回数
 
表 4-4 連勝回数と年代別投票確率 
 
 
 
 
図 4-8 支持政党の連勝回数と世代別投票確率 
 
表４-４及び図４-８は、各エージェントの支持政党が連続して選挙で勝った回数と年代別投
票確率との関係を表したものである。図 4-5 からわかるように、支持政党の連勝回数はエージェ
ントの世代によって異なる。したがって、本モデルではエージェントの投票メカニズムは全く同質
であっても、世代によって投票率が異なることになる。図表から、若い時期に支持政党の連勝を
経験した世代ほど、投票確率が高くなる傾向があり、年齢を重ねるとともに、連勝が投票確率に
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与える影響は小さくなることがわかる。また、年齢の高い有権者ほど、支持政党が勝利しなくて
も投票し続ける傾向があることも示された。これらは、習慣的投票の特徴に適合するといえるだ
ろう。 
 最後に、エージェントの周囲の環境がエージェントに与える影響を検討する。図 4-9 は 1000
回のシミュレーションの内、任意の２回のシミュレーション終了時(50 世代目が生まれた時)の様
子を表したものである。各エージェントの色は、党派とその時の投票確率を表していて、どちら
の党派も濃くなるにつれて高い投票確率を有していることを意味する。青と赤は投票確率 85%
以上のエージェントであり、緑とオレンジが 50%以上 85％未満、白と黄色が 50%未満のエージェ
ントを表している。この図から、投票確率が高い地域と低い地域に分かれることがわかる。 
 
  
図 4-9 強化学習と周囲への適応がもたらすシステムへの影響 
 
本モデルは35×35(1225)のセルに1000エージェントをランダムに配置してシミュレーションを
実行しているが、システム全体を７×７(49)のセルに分割してそれぞれの平均投票確率を計算
すると、1000 シミュレーションの平均ではもっとも投票確率が高い地域で 96.4％、もっとも低い
地域で 4.3％となり、ほぼ毎回必ず投票する地域と毎回必ず棄権する地域とにわかれることが
明らかとなった。このことは、自己の経験と周囲に適応していくという強化学習のメカニズムが投
票率の地域差にも影響を及ぼしている可能性があることを示唆している。まだ断定的なことはい
えないが、これはその地域における選挙の「風土」的なもの、たとえば日本の都市部と地方との
投票率の差が長期にわたって維持されているメカニズムの解明にもつながると考えられる。 
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4.6. 予測力の比較 
前節までの分析で、強化学習メカニズムを応用した投票参加モデルのシミュレーション結果
が、これまでの実証研究で主張されてきた習慣的投票（者）の特徴と一致するものであることを
示した。しかしこの分析結果のみで、有権者が実際にこのメカニズムにもとづいて行動している
のかどうかを検討するのは不十分である。そこで本節では、強化学習にもとづく適応的な投票
参加モデル（以下、強化学習モデル）の予測力とライカーらの合理的な投票参加モデル（以下、
期待効用モデル）の予測力との比較を行う。これら２つのモデルのどちらが現実の投票行動を
より正確に予測しうるのかを、世論調査データを用いたシミュレーションによって検証する。 
 最初に断っておかなければならないのは、これらのモデルは、元々統計的手法による検証を
前提としたモデルではないため、各モデルの要素に対応する世論調査データの変数を独立変
数とした回帰分析から推定される係数や有意確率の比較によって、モデルの優劣を決めること
は厳密にはできないということである。仮に、ある変数の係数が大きく、かつ統計的に有意であ
ったとしても、モデルが導くメカニズムが働いた結果なのかどうかがわからないからである。近年、
モデルの要素を応用統計学の概念に近似させることよって、数理モデルを直接統計的に検証
しようとする EITM(Empirical Implications of Theoretical Models)というアプローチを用いた研究
もあるが、このアプローチはモデルを構築する段階で応用統計学上の概念に近似させなけれ
ばならないという制約があり、既存の数理モデルを用いる際には、検証可能なモデルに近似さ
せる過程で元のモデルにはなかった要素が入ってしまう可能性がある。 
 そこで本研究では、パネル世論調査データを用いて上述した 2 種類の投票参加モデルの予
測 力 を シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に よ っ て 比 較 す る 。 こ の 手 法 は 、 Macdonald, Rabinowitz and 
Listhaug(2007)が世論調査データを用いて、争点投票における近接性モデルと方向性モデル
との説明力の比較に用いたものと同じシミュレーション方法である。用いる世論調査データは
JES２28
                                                   
28 JESⅡは、三宅一郎、綿貫譲治、蒲島郁夫、小林良彰、池田謙一によって実施された平成 5～9
年度文部省科学研究費特別推進研究「投票行動の全国的・時系列的調査研究」による研究成果で
ある。本データはレヴァイアサン・データバンクより提供を受けた。 
であり、1995 年参院選と 1996 年衆院選における有権者の投票参加を２つのモデルを用
いてシミュレートする。JES2 には 1993 年衆院選前後の調査もなされているが、強化学習モデル
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のシミュレートには以前の選挙データが必要になるため、今回の比較には用いることができな
い。シミュレーションに用いる両モデルとパラメータに代入する調査データの変数については以
下のとおりである。 
 
 
P(v)i,t = p(s)i,t Bi,t - C + Di,t 
期待効用モデル 
P(v)：その選挙における投票確率    B：政党感情温度第 1 位-第 2 位の差 
p(s)：主観的な接戦度           D：投票に対する義務感 
 
投票確率を求めるモデルであることと強化学習モデルとの比較のために、用いた変数は全て最
小値０、最大値１に変換している。なお、投票コスト（C）については後述するが、全ての有権者
で同一であると仮定し、様々なコストによってシミュレーションを行うことで、コストの大きさによる
モデルの予測力の違いを比較した。 
 
ai,t+1 = λai,t＋(1- λ)πi,t 
強化学習モデル 
if πi,t ≧ ai,t   then   pi,t+1(V) = min(1, pi,t(V)+α) 
if πi,t <  ai,t    then   pi,t+1(V) = max(0, pi,t(V)-α) 
π中のｂの値：政党感情温度第 1 位-第 2 位の差  
 
このモデルの詳細については、4.2 節でも述べたが、本分析でもα及びλの値についてはベン
ダーらやファウラーがシミュレーションの主な結果として用いた値を用いている(α＝0.1、λ＝
0.95)。また、選挙結果に対する期待度を示す a(aspiration level)を選挙結果(1995 年参院選で
は政治全般)に対する満足度と比較するため、この変数も最小値０、最大値１に変換して用い
た。 
両モデルとも原則として２大政党制を前提にしているため、本稿では自民党と選挙時の野党
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第１党である新進党のみを分析対象とし、これら以外の政党を支持政党として表明している有
権者と無党派層は分析から除外した。シミュレーションに代入する有権者の各パラメータは、分
析対象者の中からランダムに抽出した 500 名のものを用いた。投票コストは有権者間で同一で
あると仮定し、c の値には 0.05、0.10、0.25、0.5、0.75 の 5 種類を用いて両モデルの振る舞いを
比較した。ｂの最大値は１であるため、たとえばｃ＝0.25 は、投票コストが効用の 25%を占めてい
ることを表す。各シミュレーションは 1000 回実行し、以下の結果はその平均値である。 
  
投票
コス
ト(c)
選挙年 JES2投
票参加率
JES2選挙
後満足度
シミュレーション
投票率
平均期
待度
（α）
一致度 シミュレーション
投票率
一致度
93(衆) 90.5 0.65 84.3 0.75
95(参) 72.2 0.57 75.6 0.66 0.85 86.7 0.79
96(衆) 80.3 0.61 78.6 0.72 0.88 88.5 0.77
93 90.5 0.65 82.1 0.65
95 72.2 0.57 74.7 0.60 0.84 85.3 0.70
96 80.3 0.61 77.1 0.63 0.88 87.2 0.68
93 90.5 0.65 80.7 0.61
95 72.2 0.57 70.8 0.53 0.86 84.6 0.74
96 80.3 0.61 74.2 0.56 0.81 85.3 0.79
93 90.5 0.65 77.3 0.57
95 72.2 0.57 67.1 0.49 0.62 80.1 0.59
96 80.3 0.61 73.6 0.52 0.71 83.4 0.68
93 90.5 0.65 76.3 0.42
95 72.2 0.57 64.3 0.44 0.55 83.1 0.60
96 80.3 0.61 70.6 0.47 0.51 84.0 0.77
0.75
強化学習モデル 期待効用モデル実際のデータ
0.05
0.10
0.25
0.50
 
表 4-5 予測力の比較 
 
表 4-5 はシミュレーション結果を投票コスト、選挙年別にまとめたものである。表中の「シミュレ
ーション投票率」は各シミュレーションによって発生させた有権者の投票確率の平均値を表して
いる。また、「一致度」は調査データでの有権者個人の実際の行動(投票／棄権)が、シミュレー
ションによる予測（投票／棄権）とどの程度一致していたかを表しており、両モデルの一致度の
差が統計的に５％水準で有意な場合に、より一致度が高い方のモデルの値には網掛けをして
いる。 
たとえば、投票コストを0.05としたときの 1995年参議院選挙では、強化学習モデルにもとづく
シミュレーションでは 75.6％の有権者が投票しているのに対して、期待効用モデルのシミュレー
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ションでは 86.7％の有権者が投票していることがわかる。そして、調査データ上の各有権者の
行動と、シミュレーション上での有権者の行動の予測との一致度は、強化学習モデルが 85％、
一方期待効用モデルが 79％であり、強化学習モデルの方が期待効用モデルより統計的に有
意に実際の有権者の行動をより正確に予測できたということを表している。 
この表から、強化学習モデルの方が期待効用モデルより高い予測力をもっていることがわか
る。また、もっとも実際のデータとの一致度が高かったのは投票コストが 0.1 のとき、すなわち選
挙から得られる効用ｂの 10%をコストが占めているときであった。 
 
4.7. まとめ 
本章では、有権者が強化学習によって投票を行うモデルを構築し、シミュレーションによって
エージェントである有権者の学習過程を検討した。シミュレーションの結果、本モデルにおける
有権者は、投票コストがある程度高くても投票すること、エージェントが若い時期の投票経験が
その後の投票回数に大きな影響を及ぼすこと、支持政党が連勝することで投票確率が上がっ
ていくが、若い時期ほどその影響が大きくなることが示された。そしてこれらの結果は習慣的投
票者の形成過程と一致するものであり、有権者が実際に、上述したような参加メカニズムを有し
ている可能性があることが示された。 
本研究のモデルでは、エージェントの数、各パラメータの値、そして投票参加メカニズムは世
代間で全く同質に設定した。にもかかわらず、世代や地域によって投票率に差が生じるというこ
とは、実際の社会においては、仮に有権者の参加メカニズムが同じであっても、人口動態や世
代間の人工比率によって選挙結果が大きく左右される可能性があるということになる。有権者の
動的な学習過程に注目することは、今後の投票参加、投票行動そして選挙研究に対して有効
な知見を提供するかもしれない。 
 また、強化学習にもとづく投票参加モデルと期待効用理論にもとづく投票参加モデルとの予
測力の比較では、前者の方が調査データとの一致度が高いということが明らかになった。このこ
とは、有権者は過去の選挙結果に基づいて適応的に行動を決定している可能性が高いという
ことを実証している。比較対象として取り上げた期待効用モデルは、p を客観的な確率ではなく
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主観的な確率にしたり、本来期待効用の計算とは相容れないと考えられる（が、これまでの統計
モデルでは非常に強い影響力が確認されてきた）投票義務感をモデルに組み込んでいる。そ
れにもかかわらず、強化学習にもとづくモデルの方が、予測力が高いということは注目すべきこ
とだと考えられる。 
 本章のシミュレーションモデルでは、支持政党を有する有権者のみを対象としたため、無党派
層の投票参加は分析から除外されている。また、モデルにおける有権者の選択肢は、支持政
党への投票と棄権の 2 種類しかなく、逸脱投票は行わないという仮定を設けている。よって、本
分析の結果をもって全ての有権者の参加メカニズムを説明したということにはならない。しかし
ながら、今回分析対象とした有権者は、これまでの投票行動研究において想定される典型的な
有権者であり、このような有権者の行動の一端を明らかにできたということは新たな政治参加研
究の第一歩になるといえる。今後はモデルを拡張して、無党派層の投票参加や逸脱投票も行う
有権者の行動も組み込んだモデルを構築していくことが必要である。 
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5. 経験とその評価にもとづく有権者の投票外参加 
 
 前章では、その最後にシミュレーションモデルのパラメータに世論調査データの値を代入する
ことによって、強化学習にもとづく有権者の投票参加を検証した。自分自身が選択した行動と
その行動から得られた結果を評価することで、その後の行動を決めるという強化学習のメカニズ
ムは、投票参加だけではなく、より一般的に人々の政治行動に働いていると考えられる。そこで
本章では、投票以外の政治参加でも強化学習のメカニズムが働いているのかどうかを世論調
査データの統計解析によって検証する 29
 
。まず、投票以外の政治的活動に対して参加経験の
ない市民を分析対象に含め、過去の投票外政治参加の経験そのもの及び経験に対する評価
が、その後の投票外参加に与える影響を示すモデルを提示する。次に参加経験者のみを対象
として、参加経験に対する評価がその後の参加にどのような影響を与えたかを示すモデルを示
す。市民が、本論で提起している強化学習モデルにもとづいているとするならば、参加経験の
ある市民とこれまでに全く政治参加の経験がない市民とでは、参加に至るメカニズムが異なるこ
とが想定される。そこで前者の分析では、このような市民の政治参加に対する非同質性
(heterogeneity)を想定した分析を行う。その後、政治参加の経験や有効性感覚など参加に影
響を与えると考えられる要素の影響を統計的な処理によって排除した上で、投票参加に対する
動員の因果効果を推定する。 
5.1. 仮説の提示 
 ３章において、市民が政治的活動への参加によって得られる期待効用を、参加するか否かの
判断材料にしているということは、実証研究では確認されておらず、その原因は政治的活動に
おける不確実性の高さと市民の情報処理能力の限界にあることが考えられると述べた。Lupia 
and McCubbins(1998)は、不確実性の高い状況に置かれた人間の行動原理として、①複雑な
情報の代わりに、幅広い単純な手がかり(cues)や、情報の代替物を生む単純な手段であるヒュ
                                                   
29 本章は荒井紀一郎.(2006).「参加経験とその評価にもとづく市民の政治参加メカニズム」『選挙学
会紀要』第 6 号, pp5-24 を加筆、修正したものである。 
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ーリスティックス(heuristics)を用いて行動を決定する、②適応学習によって自分の行動を決定
する、という２つの可能性があると指摘している。 
このような行動原理を、市民が政治的活動に参加するかどうかを決定するという状況に適用
すると、次のように考えることができるだろう。まず、過去にそのような活動へ参加したことのある
市民は、その経験から学習することでその後の活動への参加を決定していると考えられる。そし
て、参加経験のない市民にとっては、選挙区の情勢や、候補者・政党の政策位置などの複雑
な情報の代わりに用いることができるヒューリスティックスとして、自分が参加を依頼されるか否
か、つまり動員の有無を用いて参加するかどうかを決めることができると考えられるだろう。以上
のことから本章では、市民が政治的活動への参加／不参加を決定するメカニズムとして、以下
の仮説を提起する。 
 
仮説：「政治的活動への参加経験のある市民は、その経験を高く評価するほど、その後の   
    活動に参加する。」 
 
 この仮説は強化学習モデルを直接検証するものではない。つまり、市民が経験を繰り返しな
がら、学習して周囲の状況に適応していく過程を直接観察して、その妥当性を確認するもので
はない。適応型学習の過程そのものを検証するとなると、最低でも数回にわたり同じ回答者に
対して、参加の有無とその評価を尋ねるようなパネル調査が必要になるが、そのような調査は
日本ではもちろん、アメリカやイギリスといった世論調査とそのデータが長年蓄積されてきた国
においても存在しない 30
 
。したがって、本章で用いるデータも残念ながらそのような構造にはな
っていない。そこで本章では、このようなモデルの前提となる市民の判断能力、すなわち自分が
過去行ってきた政治的活動に対して効果があったかどうかを自己評価する能力と、その評価に
もとづいて後の活動に参加するか否かを決定する能力を検証する。 
                                                   
30 そもそも、自分が行った過去の政治参加経験に対して、効果があったかどうかを評価させる質問
は本章で用いる JEDS2000 独自の項目であり、他の調査にこの質問項目は存在しない。 
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5.2. データセット 
  上述した仮説を検証するためのデータとして、本研究では2000年4月および衆議院選挙後の
同年 10 月に実施された JEDS2000 データを用いて分析する。この調査の主回答(面接調査)で
の有効回答者数は 1681 名であり、10 月に行われたパネル調査(郵送調査)での有効回答者数
は 635 名である。 
 分析の準備作業として、変数として用いる政治参加の形態について触れておく必要がある。
JEDS2000 の面接調査には、回答者に対して今までの政治参加の経験を尋ね、さらに参加経
験のある回答者には参加によって具体的な効果があったかどうかを尋ねている質問項目がある。
質問項目にある政治参加の形態は以下の通りである。①選挙で投票する②選挙に立候補する
③選挙運動を手伝う④候補者、政党への投票を知人に依頼する⑤政治家の後援会員となる
⑥政党の党員になる⑦政党の活動を支援する(献金・機関紙の購読など)⑧政党や政治家の政
治集会に行く⑨国や地方の議員に手紙を書く、電話をする⑩役所に相談する⑪請願書に署名
する⑫デモや集会に参加する⑬住民投票で投票する⑭地域のボランティア活動や住民運動
に参加する⑮自治会活動に積極的に関わる。 
  本章における仮説を検証するためには、面接調査時からパネル調査時の間における回答者
の政治参加を尋ねる質問項目が必要である。パネル調査の質問項目には 2000 年６月に行わ
れた衆議院議員総選挙においての政治活動への参加を尋ねているものがある。パネル調査の
質問項目にある参加形態は以下の通りである。①６月の総選挙での投票②友人、知人に対す
る投票依頼③選挙運動を手伝う④政治家の後援会員として運動する⑤政党の党員として運動
する⑥政党の活動を支援する(献金・機関紙の購読など)⑦政党や政治家の政治集会に行く。 
 仮説の検証には、主回答での参加の効果を尋ねる項目を独立変数に、パネル回答での各種
政治活動への参加の有無を従属変数としなければならない。しかしながら、たとえば地域のボ
ランティア活動に対して効果があったと考えた回答者が、６月の総選挙においてその評価にも
とづいて選挙運動を手伝うというようなことは考えづらく、主回答での質問項目⑨－⑮を独立変
数として用いるのは不適切であると考えられる。また、投票とそれ以外の参加形態では参加経
験者数に大きな差があり、投票を分析に含めることも適切ではないと考えられる。よって、分析
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には以下の質問項目のみを用いることにした。A.選挙運動を手伝う B.候補者、政党への投票
を知人に依頼する C.政治家の後援会員となる D.政党の党員になる E.政党の活動を支援する
(献金・機関紙の購読など)F.政党や政治家の政治集会に行く。次節では、その他の変数と推定
方法について述べる。 
 
5.3. モデルと推定方法 
 仮説を検証するために、本研究では２つのモデルを用いて分析する。１つは参加経験のない
市民を分析対象に含めたモデルであり、もう１つは分析対象を政治的活動への参加経験を有
する市民に限定したものである。まず、両モデルに共通する従属変数、独立変数について述べ
る。 
 従属変数として用いたのは、JEDS2000 パネル調査の質問項目である 2000 年衆議院選挙に
おける選挙活動への参加(上記 A－F までの 6 項目)である。次に独立変数についてだが、前述
したように、JEDS2000 では、今までの政治参加の経験の有無を尋ねるとともに、それらの活動
に具体的な効果があったかどうかを尋ねている質問項目がある。市民が仮説にもとづいて参加
をおこなっているとすると、この質問項目で「効果あり」と答えた市民ほど、次回も参加する可能
性があることになるであろう。この他に、政治参加を説明する要因として先行研究で用いられて
きた変数を投入し、各変数の相対的な影響力を比較することにする。各独立変数とその理論的
概念は表 5-1 のようにまとめられる。 
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過去の参加経験に対する自己評価 
参加効果のオッズ比 31
 
 
社会経済的地位 
年齢 
教育年数 
通勤時間 
自治会・町内会への積極的な参加 32
動員 
 
2000 年総選挙における選挙活動への参加依頼の累積 33
ソーシャルキャピタル 
 
政治会話頻度 34
一般的信頼
 
35
選挙制度信頼
 
36
政治的有効性感覚 
 
生協・ボランティア団体等への積極的な参加 
職場仲間・趣味などのグループへの積極的な参加 37
表 5-1 独立変数一覧 
 
 
 
                                                   
31 本文中 A－F の活動について、「効果があった」と答えた確率と、それ以外の回答をした確率の
オッズ比。選択肢が３つあるので、参加した全ての項目について「効果があった」と答えるとオッズ比
の値は 0.5 になり、１つもないと 0 となる。  
32 自治会、町内会、PTA、同業者組合、農協の各組織について「大変積極的に参加している」と答
えている回答者に「１」、「かなり積極的に参加している」と答えた回答者に「0.5」を与え、それらを累
積したもの。 
33 2000 年衆議院総選挙において本文中 A－F の活動に対して、知人や友人から参加を依頼され
たかどうか、「依頼された」と答えた回答者に１を与えて 6 項目分を累積したもの。 
34 最もよく話す家族、友人 2 名と政治について、政治の話題になるかどうか。よく話題となる＝１、た
まになる=0.5、ほとんどならない＝０を累積したもの。 
35 一般的信頼：「ほとんどの人は信頼できる」について「そう思う」＝４,「まあそう思う」＝３,「あまりそう
は思わない」＝２,「そうは思わない」＝１を与えた。 
36 選挙制度に対して、一般的に信頼しているかどうかを「信頼していない」＝０,「信頼している」＝
10 の 10 点尺度で尋ねた値。 
37生協・消費者団体、ボランティア団体、住民運動、市民運動の各組織について「大変積極的に参
加している」と答えている回答者に「１」、「かなり積極的に参加している」と答えた回答者に「0.5」を与
え、それらを累積したもの。 
りと答えた確率参加項目のうち効果あ，参加効果オッズ比＝ =
−
p
p
p
1
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参加経験者と参加未経験者との双方を分析対象とするモデル（以下、参加経験モデル）で
は、上記変数に加え、この分析に用いるモデルには政治的活動への参加経験項目数38、参加
経験項目数と参加経験に対する評価の交互作用項、及び参加受容度39
分析を行う上で、参加経験数と参加経験に対する評価との間には相互作用を考えなければ
ならない。ある項目数の経験を有していて、肯定的に自らの経験を評価している市民と、同じ項
目数の経験があるが、否定的に経験を評価している市民では、参加経験数が、従属変数であ
る2000年の総選挙のおける選挙関連活動への参加項目数に与える効果が異なることが考えら
れるからである。そこで交互作用項を投入することによって、経験のない市民と経験のある市民
を１つのモデルで推定する。 
を投入した。参加経験
のない市民にとっては、2000年の選挙における活動は１回目の参加となる。この１回目の参加
がどのような要因でなされるのかという点を明らかにするために、参加受容度も含める必要があ
ると考えられる。 
 本モデルでは6項目の活動のうち、何項目参加したのかを推定する。一定期間内において、
ある出来事(選挙関連活動への参加)が何回行われたのかを従属変数として推定するモデルと
して、イベントカウントモデルが挙げられる。回数を従属変数とする場合、少ない回数に分布が
偏っていることが多いので、最小2乗法による推定では、正規分布を仮定しているために、推定
結果に歪みが生じる。そこで、正規分布よりも小さい値に偏っている分布を仮定することで、推
定によって生じる歪みを減らそうとするモデルがイベントカウントである。 
数種類あるモデルの中で、本研究では、適合度が高かったポワソン回帰分析モデル40
                                                   
38本文中①－⑥までの活動において今までに、「何度か行ったことがある・1～2 回行ったことがある」
＝１,「参加したことはない」＝０を与え、累積したもの。 
(Poiss
on Regression Model)を用いる。とりわけ、従属変数の参加項目が0、つまり不参加だった市民
が多いこと、また、先行研究において市民は、政治的な活動に対してお互いに参加を依頼した
りされたりする「関与派」と、全く関与しない「非関与派」に分けられるとされる（西澤，2004）こと
39 上記 6 項目の活動について、これからもやってみたいかどうかを尋ね、「やりたい」＝１、「どちらで
もない」＝０、「関わりたくない」＝－１として累積したもの。 
40 イベントカウントに用いられるモデルとして他に、Negative binominal Regression などが挙げら
れるが、本分析では各モデルで推定したうち、最も AIC の値が低かった(適合度の高かった)モデル
を採用している。 
参加のメカニズム             第 5 章 経験とその評価にもとづく有権者の投票外参加 
- 63 - 
 
から、サンプルにおいても、「いつも参加しない」グループとそうでないグループが混在している
可能性があるため、ゼロインフレイテッドポワソン回帰分析（Zero-inflated Poisson Regression）
を用いることにした。モデルは以下のように表される。 
 
  
ゼロインフレイテッドモデルは、サンプル個々の性質から「常に 0」のグループ
の確率を決定することを許容するモデルである。 
ゼロインフレイテッドポワソンモデル 
まず、０とそれ以上の値をポワソン回帰によって推定する。 
!
)exp()|Pr(
y
y
yµµµ −=  ， )exp( βµ x=  
    また、０は確率ψで以下のもう一つのプロセスによってあらわれる。 
            )()|0Pr( γψ iiii zFzy === ＝「常に０な確率」 
    これらポワソンモデルとバイナリモデルを組み合わせる。 
              Zero Counts: )exp()1()|0Pr( iiiii xy µψψ −−+==  
              Non-Zero Counts: 
!
)exp(
)1()|Pr(
i
y
ii
iii y
xy
iµµ
ψ
−
−=  
このモデルでは、理論的に２種類のプロセスによって従属変数の値が0をとることが考えられ
る場合に、まず通常のポワソン回帰で推定した後、理論的に「常に0」をとると考えられるグルー
プをロジスティック回帰で再度推定する(Long,1997,243)。 ここでは、「非関与派」の推定に用い
る変数として、「動員」を投入することにした。この変数が有意であった場合、常に参加しないグ
ループに属する市民には動員が行われていないことを示すことになる。逆にいえば、今まで参
加したことのなかった市民が参加を依頼されることによって、今後の活動に参加する可能性が
高くなるということを表すということになるだろう。また、本モデルのように「常に0」をとるグループ
を仮定することで、仮定しないモデルよりも適合度が上がるか否かを検定する(Vuong Test)。こ
の検定によって、そのような仮定がモデルの適合度を上げることが判明すれば、政治的活動へ
参加するメカニズムに関して、市民の間に非同質性が存在するということになる。 
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参加経験者のみを対象とした分析（以下、参加評価モデル）では、ケース数が 265 と少ない
ため、従属変数となる、パネル調査の質問項目である 2000 年総選挙時における上記 A から F
までの選挙関連活動への参加を合成し、1 項目でも参加している活動がある回答者には「１」、
１つも参加しなかった場合には「０」としてダミー変数を作成した。なお、上記変数の合成に対す
る妥当性を確認するために因子分析を行ったところ、合成する変数は１次元で検出されること
が確認されている(表 5-2)。 
活動形態 第1因子 第2因子 第3因子
政党・政治家の政治集会にいく 0.69 0.24 0.14
政治家の後援会員となる 0.63 0.23 0.17
選挙運動を手伝う 0.63 0.30 0.08
知人に投票を依頼する 0.61 0.23 0.15
政党の党員となる 0.53 0.00 0.28
政党活動を支援する 0.52 0.05 0.17
自治会に積極的に参加する 0.16 0.62 0.18
地域のボランティア活動に参加する 0.13 0.51 0.27
請願書に署名する 0.17 0.34 0.22
議員に手紙を書く、電話をする 0.26 0.00 0.64
役所に相談する 0.13 0.22 0.39
選挙に立候補する 0.05 0.07 0.28
デモ・集会に参加する 0.16 0.10 0.26
住民投票に参加する 0.11 0.12 0.01
投票 0.11 0.19 0.27
因子抽出法：主因子法
回転法：Kaiserの正規化に伴うバリマックス法
Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度 0.88
Bartlettの球面性検定
近似カイ２乗 4794.87
自由度 105.00
有意確率 0.00
 
表 5-2 活動形態の因子分析 
 
 従属変数が選挙関連活動に参加したかどうかを表す２値変数であるため、分析にはロジステ
ィック回帰分析を用いることにする。また、２節で述べたとおり、過去の参加経験に対する評価と
参加受容度には、理論的に因果関係が想定されるため、参加経験者を対象としたこの分析で
は、参加受容度は投入していない。 
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5.4. 参加経験モデルの検証 
本節では、政治的活動への参加経験のない市民を分析対象に含めた推定結果について述
べることにする。まず、推定結果をまとめたものが表 5-3 である。本モデルにおける従属変数は、
2000 年の衆議院選挙における選挙関連活動への参加項目数である。統計的に有意であった
変数は、過去の政治参加に対する評価と、経験した政治的活動の項目数、そしてそれらの交
互作用項、動員、参加受容度である。表5-3の右側のオッズ比は独立変数１単位の増加によっ
て、従属変数が何%増減するかを示している。各変数のオッズ比を比較すると、最も値の大きい
変数は政治参加に対する評価だが、この変数は 0 から 0.5 の範囲しかとらないためこのオッズ
比を直接解釈することはできない。このため、評価が参加に与える効果については視覚化して
表さなければならない。次いで値の大きな変数は動員であり、6項目の活動のうち1項目参加を
依頼されるごとに、１つ参加する活動が増える確率が 53％上がるということがわかる。 
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ポワソンモデルの推定結果（従属変数：2000年総選挙における選挙活動への参加6項目）
標準誤差 オッズ比
過去の政治参加に対する評価のオッズ比 2.05 ** 0.76 7.80
政治活動への参加経験 0.24 ** 0.08 1.27
参加経験×評価 -0.41 * 0.20 0.66
総選挙時での被動員(参加依頼を受けたか） 0.43 ** 0.09 1.53
参加受容度(参加したいと思うか） 0.08 * 0.04 1.08
選挙制度への信頼 -0.06 0.04 0.95
他者に対する一般的信頼 0.19 0.11 1.21
外的政治有効性感覚 0.01 0.09 1.01
政治的会話頻度 0.21 0.12 1.23
生協・消費者団体、ボランティア団体、住民運
動・市民運動への積極的な参加
-0.20 0.15 0.82
職場仲間、趣味、習い事などのグループへの
積極的な参加
0.03 0.10 1.03
自治会･町内会、PTA、同業者組合、農協へ
の積極的な参加
0.01 0.08 1.01
年齢 0.01 0.01 1.01
通勤時間 0.12 0.11 1.13
教育年数 -0.10 0.03 0.90
定数 -1.51 0.80
バイナリモデルの推定結果（従属変数：常に不参加）
b 標準誤差 オッズ比
総選挙時での被動員(参加依頼を受けたか） -2.12 ** 0.63 0.12
定数 0.64 0.49
非同質性の検定（Vuong Test) 1.93(p=0.027)
N 473
従属変数の値が０以外のケース数 96
従属変数の値が０のケース数 377
McFadden's R2: 0.314
Maximum Likelihood R2: 0.365
AIC: 1.069
BIC: -2332.723
**p<0.01 *p<0.05 
b
 
表 5-3 参加経験モデルの結果 
次に過去の政治的活動への参加経験とその評価に注目する。これら２つの変数は交互作用
項を回帰式に投入しているので以下のように解釈できる。すなわち、市民の過去の政治的活動
に対する評価が 0(肯定的な評価も否定的な評価もしていない)の時、過去の政治活動への参
加経験が１項目多い市民は、2000 年の衆議院選挙において選挙関連活動に 1 項目多く参加
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する可能性が、27%増加するのである。また、交互作用項の値が負(－)であることから、参加経
験数が増加するにつれて、経験に対する評価がその後の参加に与える効果は減少し、同様に、
高い評価をすればするほど過去の参加経験数がその後の参加に与える効果は減少していくと
いうことがわかる。そこで次に、参加経験とその評価の相互作用がどのようにその後の政治的活
動への参加に影響をもたらしているのかを視覚的に表すことで、両変数の効果を検討する。 
  図 5-1 は推定によって求められた係数(β)を元に、参加経験とその評価が、2000 年の総選
挙における選挙活動への参加に対してどのような影響を与えるのかを予測したグラフである。グ
ラフの横軸は過去の経験に対する評価で、線の種類は過去の参加経験項目数である。このグ
ラフから、参加経験の項目数にかかわらず、その経験に対する評価が高ければ高いほど、2000
年衆議院選挙における選挙活動に参加する項目数が多いことがわかる。そしてグラフの傾きか
ら、過去の参加項目数が少ない市民ほど、経験に対する評価がその後の参加に及ぼす効果が
強いということが言える。 
 また、過去に 6 項目の活動に対して参加経験を有する市民は、回帰式にもとづく推定では評
価との高低と参加項目数との関係は見いだされなかったが、参加した項目全てに対して「効果
があった」と評価すると、過去の参加経験数にかかわらず、2000 年衆議院選挙での活動参加
項目数が 1.2-1.7 の間に収斂していることがグラフから読み取れる。したがって、全ての参加経
験を肯定的に評価する市民は、過去の参加経験数に関係なく、その評価のみに基づいてその
後の参加項目数を決めているということがいえるだろう。次節では、政治参加のメカニズムにお
ける市民間の非同質性について推定結果から検討を加える。 
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図 5-1 過去の参加経験と評価が次回の参加に与える影響 
 
5.5. 市民の非同質性と動員 
 前述したように、参加経験モデルは常に参加しないグループの存在を仮定して推定している。
この仮定が正しいかどうかを検定する方法として、Vuong Test という手法がある。検定結果から、
本分析においては常に不参加というグループを仮定したモデルの方が、そうでないモデルより
適合度が高いということが明らかになった。観察値とこのモデルによる推定値を比較した図が図
5-2 である。この図からも本分析の推定値が、観察値と適合している度合いが高いことがわかる
だろう。 
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図 5-2 観察値と推定値との比較 
 
そこで常に参加しないグループの推定結果を検討することにする。投入した変数である動員
は統計的に有意であり、しかも非常に大きな影響を及ぼしていることがわかる。オッズ比が 0.12
であることから、参加を依頼されると、全く参加しない確率が 88％低下するということがいえる。
このことは上述したように、「非関与派」は動員されておらず、仮に参加を依頼された場合には、
参加する確率が非常に高くなることを示している。これらを図に示したものが図 5-3 である。 
図5-3は動員頻度が、選挙関連活動に全く参加しなかった確率に及ぼしている影響をグラフ
化したものである。グラフの線は、カウントモデルで推定したものと、ロジスティック回帰分析
(Binary)で推定したものと、それらを合わせたものをそれぞれ示している。ここで注目されるのは、
ロジスティック回帰分析で推定した曲線である。この曲線は前述した「常に参加しないグループ」
を示しているわけだが、動員頻度が 0 の場合、彼らの 7 割は参加しないことがわかる。しかしな
がら、1 項目でも参加依頼があれば、全く参加しない確率は 4 割未満にまで低下してしまうので
ある。このようなグループに対する動員の影響力は非常に大きいといえるだろう。 
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図 5-3 動員頻度が「全く参加しない」確率に及ぼす影響 
 
5.6. 動員と過去の経験に対する評価 
 これまでの分析において、参加経験モデルでは、動員と過去の参加経験に対する評価が強
い影響を与えていることがわかった。そこで本分析の最後に、経験に対する評価と、動員頻度
が参加確率に与える影響について検討する。図5-4のグラフの横軸は、動員頻度を表し、縦軸
は選挙関連活動6項目のうち、最低1項目以上参加する確率を示したものである。グラフの曲線
は過去に経験した活動のうち、どの程度肯定的に評価しているのかについて場合分けしてある。
この図から、過去の経験に対する評価の値にかかわらず、全く動員されない場合には市民は
参加しない可能性が高く、動員される頻度が高くなるにつれて、過去の肯定的な評価が参加確
率を上げていくことがわかる。過去の経験に対する評価の差が、その後の参加確率にもっとも
影響を与えているのは、動員頻度が3-4の時である。この時、全ての参加経験に対して肯定的
な評価をした市民の8割は参加するが、全ての経験に対して否定的な評価をした市民は5割弱
しか参加しない。つまり、動員の影響力を考慮しても、過去の経験に対する評価はその後の活
動への参加／不参加に影響を及ぼしているのである。 
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図 5-4 参加経験に対する評価と動員頻度が参加確率に及ぼす影響 
 
また、図5-1と同様に、推定結果から参加経験に対する評価と動員頻度によって、選挙関連
活動6項目のうち何項目参加するのかという期待値を予測したもの41
                                                   
41 他の変数は平均値で固定してある。 
が図5-5である。このグラフ
からまず言えることは、参加経験に対する評価が肯定的なものであっても、全く参加を依頼され
ないと、多くの市民は参加しないということである。また、たとえ非常に多くの参加依頼を受けた
としても、自分の過去の経験に対して否定的な評価を行っている市民の参加項目数は高くない
ということもわかる。過去の経験に対する評価の差が、その後の参加に最も大きな影響を与えて
いるのは、動員頻度が6項目、つまり全ての活動について参加を依頼された場合である。この
時、過去の全ての参加経験を否定的に評価した市民の予測参加項目数は約2項目であるのに
対し、参加経験を全て肯定的に評価市民の予測参加項目数はおよそ5項目に及ぶ。このことか
ら、動員は間違いなく参加に影響を及ぼしているが、参加依頼を引き受ける市民には、自ら経
験に基づいた参加に対する肯定的な評価があるということがいえるだろう。 
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図 5-5 動員頻度と経験に対する評価による選挙活動への参加期待値 
5.7. 参加評価モデルの検証 
では、次に参加経験のある市民に対象を限定した分析結果を検討していく。本モデルにお
ける従属変数は、2000 年衆議院選挙における選挙関連活動への参加または不参加である。
推定結果をまとめたものが表 5-4 であり、統計的に有意な影響を及ぼしている変数は、仮説で
ある「過去の参加経験に対する評価」と「生協、ボランティア団体などへの積極的な参加」であっ
た。そして本分析では、従来非常に大きな影響を及ぼしているとされた「動員」は統計的に有意
ではなかった。 
表 5-4 の一番右側の項目 “min-max”は、各独立変数を観察値の最小値から最大値まで変
化させた時に、従属変数が変化する確率を表したものである。これによると、全ての政治参加経
験を否定的に評価する場合と比較して、全ての経験を肯定的に評価するとその後の活動への
参加確率が 20%増加するということがわかる。また、推定されたオッズ比から、生協やボランティ
ア運動、市民運動などに１つ多く積極的に参加するごとに、2000 年衆議院選挙において選挙
関連活動に参加する確率が 27%増加するということがいえる。これらのことから、過去の政治参
加経験に対する評価が高ければ、その後の政治活動にも参加する可能性が高いということが
いえるだろう。 
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標準誤差 オッズ比 min-max
過去の政治参加に対する評価のオッズ比 1.92 ** 0.65 6.83 0.20
総選挙時での被動員(参加依頼を受けたか） 0.10 0.08 1.14 0.13
選挙制度への信頼 -0.12 0.07 0.90 -0.25
他者に対する一般的信頼 -0.05 0.19 1.00 -0.03
外的政治有効性感覚 -0.15 0.15 0.86 -0.09
政治的会話頻度 0.30 0.22 1.28 0.20
生協・消費者団体、ボランティア団体、住民運動・
市民運動への積極的な参加
0.88 ** 0.33 1.27 0.57
職場仲間、趣味、習い事などのグループへの積極
的な参加
0.03 0.17 1.01 0.02
自治会･町内会、PTA、同業者組合、農協への積
極的な参加
0.15 0.13 1.16 0.17
年齢 0.01 0.01 1.01 0.17
通勤時間 0.26 0.18 1.20 0.17
教育年数 -0.21 0.06 0.99 -0.07
定数 -1.90 1.34
Number of obs 265
Count R2(推定精度） 0.74
McFadden's R2: 0.12
Maximum Likelihood R2: 0.138
AIC: 1.181
BIC: -1119.06
**p<0.01   *p<0.05 
b
ロジスティック回帰モデル（従属変数：2000年衆議院選挙における選挙活動への参加の有無）
 
表 5-4 参加評価モデルの結果 
次に、図5-6は、統計的に有意であったこれら2つの変数の変化と、2000年衆議院選挙にお
ける選挙関連活動への参加確率をグラフ化したものである。線の種類は、積極的に参加してい
る団体の数を示しており、横軸は参加効果を、縦軸は参加確率を表している。このグラフでは、
どの曲線も右肩上がりになっているので、市民が自らの経験を肯定的に評価すればするほど、
その後の活動にも参加しやすいということがいえる。また、積極的に参加していると答えた生協
やボランティア活動などの団体の数が多ければ多いほど、選挙活動にも参加しやすいことが示
唆される42
                                                   
42 本論では、この項目はソーシャルキャピタルを表す指標として用いたが、このような団体に参加し
ていることで、選挙活動に動員されているのではないかと捉えることもできるかもしれない。この項目
を外した推定も行っているが、推定結果に大きな変化はなく、動員が有意になることもなかった。 
。参加経験者のみを対象とした分析では、市民は自らの過去の経験による評価に基
づいて、その後の活動に参加するかどうかを決定しているという仮説は支持されたといってよい
だろう。 
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図 5-6 積極参加団体数と経験の評価が選挙活動への参加に与える影響 
  
 以上、これまでの分析結果を再度整理すると以下のようになる。①参加経験の評価が肯定的
であれば、その後の活動にも参加する。②参加経験のない市民も分析対象に含めると、動員、
参加受容度は有意である。③ゼロインフレイテッドモデルの適合度が高いことから、政治参加に
おいては、全く参加しないグループとそうでないグループに分けることが妥当である。すなわち、
市民の間には非同質性が存在するのである。④全く参加しないグループとは、全く参加依頼を
されないグループである。⑤動員や参加経験はそれだけで、参加に対してプラスに働くものの、
経験に対する評価が否定的だと参加する可能性は低い。これより、両分析を通じて、本章の仮
説の妥当性は検証されたといってよいだろう。すなわち、参加経験のある市民は過去の政治的
活動への参加経験を評価して、その後の活動に対して参加するかどうかを決定し、参加経験の
ない市民に対しては、参加を依頼されること、つまり動員が彼らの政治参加に大きな影響を及
ぼしているのである。 
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 本章の分析は、前章で示した強化学習による参加メカニズムの前提であった市民の判断能
力を検証するものであった。過去の参加経験に対する評価が次回の行動につながるという分
析結果は、市民がこのメカニズムによって政治的活動への参加を決定している可能性をより高
めるものだといえる。また、本章での分析結果は前章で得られた知見とも整合的なものである。
市民が全く参加しないグループとそうでないグループとに分けられるということは、有権者が選
挙での投票において習慣的棄権者と習慣的投票者とに分けられるという前章でのシミュレーシ
ョン結果と一致しているからである。つまり、シミュレーションと統計解析という２つのアプローチ
による分析結果が、ともに参加（あるいは棄権）が「習慣的」に行われているということを示してい
るのである。 
 
5.8. 投票参加に対する動員の因果効果 
 前節の分析において、投票外参加の経験を有する市民に対しては参加依頼、すなわち動員
の効果はないということがわかった。本節では、ほぼ全ての市民が参加経験を有している選挙
での投票に対して、動員がどの程度効果があるのかを推定する 43
 
。因果効果を推定するにあた
って、本研究では傾向スコアによる共変量の調整を行う。以下ではまず、傾向スコアを用いた
因果効果の推定方とその利点について述べる。 
5.9. 因果効果と無作為割り当て 
 Rubin(1978)などによると、ある独立変数が従属変数に対して与える(平均)因果効果は以下の
ように定義される。独立変数 X=0 のときの従属変数の値を Y0、独立変数 X=1 のときの従属変数
の値を Y1 とし、全ての回答者(被験者）において、どちらの従属変数も「本来はある」が観察され
るのはどちらかだと考える。このとき独立変数 X の Y に与える因果効果は E(y1)-E(y0)である。
E(y0)、E(y1)は全回答者(被験者）の期待値なので Ê(y1)= 1/NΣy1,Ê(y0)= 1/N Σy0 によって推定
できるが、実際には回答者ごとにどちらかの値しか観察されない。しかし、独立変数の割り当て
                                                   
43 JEDS96、JEDS2000、JSS-GLOPE2003、GLOPE2005 ともにこれまでに選挙で投票したこと
のある市民の割合は 90%以上であった。 
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が無作為に行われていれば、1/N1Σy1 - 1/N0Σy0 によって因果効果を推定することができる。 
研究者が効果を推定したい独立変数を対象者に無作為に割り当てて行う実験研究では、一
般に内的妥当性（Internal Validity）があるとされ、研究者にとって関心のある要因の効果のみ
を知ることができる（星野・繁桝,2004）。しかしながら、世論調査のように研究者による独立変数
の操作性のないデータでは、内的妥当性が低く関心のある要因の効果のみを知ることは難しい。
このような無作為割り当てを行っていない研究を相関研究と呼ぶが、相関研究によって独立変
数が従属変数に与える影響を推定するには、従属変数に影響を与える共変量が独立変数の
値によって異なる可能性があり、共変量の影響を排除する必要がある。 
 従来、共変量の影響を排除するためには回帰分析や構造方程式モデリング（SEM）を用いる
ことが多かったが、これらの手法は独立変数同士の関係を交互作用も含めて明示的にモデル
化する必要があり、共変量の数が多くなるにつれてモデル化が困難になるという欠点がある。そ
こで近年、Rosenbaum and Rubin(1983)によって提唱された傾向スコア（Propensity Score）を用
いた解析が主に医学や経済学などで行われるようになり、政治学でも Imai(2005)や Brunell and 
DiNardo(2004)などで用いられている。 
 傾向スコアとは、複数の共変量を１つの変数に集約しその変数を用いてマッチングや層別解
析、重み付けを行うことによって上述した問題を解決しようとして考案された概念である（星野・
繁桝,2004）。具体的には以下のように定義される。第 i 被験者（回答者）の共変量の値を xi、割
り当て変数の値を Zi とするとき、群１へ割り当てられる確率 
e1:p(zi=1 | xi) 
を第 i 被験者の傾向スコアという。実際には各被験者の傾向スコアの真値はわからないのでデ
ータから推定する必要がある。一般的には被験者に割り当てたい変数を従属変数に、共変量
を独立変数とするロジスティック回帰分析によって、上記確率を推定することが多い。本研究で
も、動員の有無を従属変数に、参加経験や社会経済的属性といった共変量を独立変数とした
ロジスティック回帰分析によって傾向スコアを算出した。 
 ここで、X:動員の有無, Y:投票への参加, Z:共変量とすると、傾向スコアを用いて共変量を調
整することにより、高次元の交絡変数ｚを１次元に落とすことができ、「Z→Y」の関係は線型に限
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定されず、「Ｘ→Ｙ」の関係は傾向スコアに依存してもよくなり、さらには Z からＹへのモデリング
が不要となる。しかしながら、傾向スコアを用いて因果効果を推定するには以下の前提条件が
必要となる。 
  「強く無視できる割り当て（Strong Ignorable Treatment Assignment）」 
  
 
このため、傾向スコアを用いる際には①z を与えた下で，バランスがとれた割付けがなされてい
る、 ②ｚがすべての交絡要因を含んでいることが必要となり、通常、ロジスティック回帰分析の
的中率などによって判断される。次に傾向スコアによる重み付け推定法について述べる。 
 本研究では、Rubin(1985) , Rosenbaum(1987)らが Horovits and Thompson(1952)の方法を拡
張した重み付け推定法を用いて、動員の投票参加に与える効果を推定する。この重み付け推
定法は傾向スコアの逆数による重み付け平均を用いる。具体的には、 
            
となり、これらの差が平均因果効果となる。ただし y1は動員ありを、y2は動員なしを表
す。 
 本研究では、共変量として①性別、②年齢、③学歴、④15 年以上居住ダミー、⑤大都市ダミ
ー、⑥町村ダミー、⑦農林水産業ダミー、⑧公務員ダミー、⑨主婦ダミー、⑩国政に対する信
頼、⑪年収、⑫各種組織加入ダミー、⑬政治参加経験ダミー、⑭政治的有効性感覚を用いた。
データは 2 章で用いた 1976 年－2003 年までの全国世論調査を用いた。表 5-5 が推定結果で
ある。 
(y1, y2)  z | x, 0 < p(z=1 | x) <1 
           （ただし、 は Dawid (1979)の記法で、独立を表す） 
 
 
E
^
(y1)= E
^
(y2)= 
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1976 1983 1993 1996 2000 2003 全体
動員あり 0.92 0.88 0.91 0.91 0.91 0.88 0.90
動員なし 0.90 0.82 0.89 0.85 0.88 0.85 0.88
差（因果効果） 0.02 0.06 0.02 0.06* 0.04 0.03 0.02
n 523 571 1459 796 282 962 4431
*p<.05
データ
1976年「日本人の政治意識と行動調査（JABISS)」
1983年「日本人の選挙行動調査（JESⅠ）」
1993年「変動する日本人の選挙行動（JESⅡ）」
1996年「衆議院選挙に関する世論調査（JEDS96）」
2000年「社会意識と生活に関する世論調査（JEDS2000）」
2003年「開かれた社会に関する意識調査（JSS-GLOPE2003）」  
表 5-5 投票に対する動員の効果 
  
 推定の結果、年代別では1996年の衆議院選挙のみ、動員された有権者とそうでない有権者
との投票率の差が統計的に有意であり、その他の年は動員には有意な効果がないことがわか
った。また、全てのデータセットを同時に分析した結果も統計的に有意な効果は確認されなか
った。以上より、動員は有権者の投票参加に対しては効果がないということが明らかになり、こ
のことは先の投票外参加についての分析結果とも一致する結果といえる。 
 
5.10. まとめ 
本章では、投票以外の政治的な活動に対する参加の過程を、参加経験を有する市民のモ
デル(参加評価モデル)と参加経験をもたない市民も含めたモデル(参加経験モデル)という２つ
のモデルによって説明し、政治的活動に対する参加については市民の間に非同質性が存在
することを明らかにした。このことは、市民による政治参加が異なる２つのメカニズムによってなさ
れていることを示している。 
すなわち、参加経験の全くない市民は、参加を依頼されることではじめて、その政治的活動
に対して有していた拒否感を低下させ、その活動に参加していく。しかしながら、その経験が市
民にとって満足できるものでなければ、その後動員を受けたとしても、継続的に参加することは
ない。一方で、既に政治的活動に対して参加した経験を持っている市民、つまり、その活動に
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対する拒否感が少ない市民は、自らの経験に対する評価をもとに行動を決定していくのである。
また、ほとんどの市民が参加経験を有する投票参加に対し、動員が効果をもたらさなかったとい
うことは、上記のメカニズムが投票にも当てはまる可能性が高いことを示している。 
このように、投票参加、投票外参加ともに動員の効果は極めて限定的であることが明らかに
なったが、これは本研究の分析の視座を個人が属する社会にまで拡張する必要性を示唆して
いる。なぜならば、3 章で述べたようにこれまでの多くの政治参加研究において、様々な組織や
集団に属している個人は、そうでない個人に比べて参加しやすいという傾向が認められており、
その最大の原因と考えられてきたのが、組織や集団による動員だったからである。特に、投票
に対して動員の効果がないということは、選挙において「組織、集団への加入」→「組織からの
動員」→「投票」というこれまでの投票参加研究で主張されてきた因果関係が否定されることを
意味する。では、動員にかわって新たに個人と社会集団とをつなぐメカニズムは何なのか、すな
わち参加に対して、個人がある集団に属することがどのような影響を与えるのか。それを探る必
要があるのだ。そこで次章では、調査実験を通じて社会集団の所属意識が投票参加に与える
影響を検証する。 
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6. 社会集団と政治参加 
 
 本章では、前章で検討した「社会集団の構成員が動員によって政治参加する」というメカニズ
ムに代わる、社会集団と政治参加とを結び付ける別のメカニズムを分析する 44
 
。有権者の政治
行動は、動員によってではないが、彼らの属する社会集団と密接な関係を有していると考えら
れる。なぜならば、選挙で投票したり、あるいはデモや集会に参加するといった有権者の政治
行動の結果は、彼ら個人に帰するものではなく、たとえば「労働者」や「高齢者」、あるいは「女
性」といった彼らの属する社会集団全体に帰することが圧倒的に多いからである。ここで留意し
なければならないことを２つ指摘したい。それは、第 1 に現代社会において有権者は常に複数
の社会集団に属しているということ、そして第 2 に、集団が置かれている社会的立場や状況は
流動的であるということである。本章ではこの 2点に着目して分析をおこなう。具体的には、社会
集団に対する帰属意識、すなわち社会的アイデンティティが有権者の置かれている社会的状
況と相互作用を起こしながら、投票参加に対して大きな影響を及ぼしていることを示す。そこで、
社会的アイデンティティと有権者の社会的状況との相互作用を確認するために、本章では調査
実験の手法を用いる。以下ではまず、有権者の帰属意識と帰属集団の社会的状況との関係に
ついて整理する。 
6.1. 帰属意識と社会集団 
民主主義体制下の社会において、選挙に負けることは自分が社会的に「少数派」に位置づ
けられることを意味し、逆に選挙で勝つということは自分が社会の中で「多数派」となり、自らの
主張や要求が政策に反映されやすくなることを意味する。そして、本論が提起する強化学習に
よる投票参加メカニズムには、自分の支持する政党や候補者の選挙での勝利が次回以降の投
票参加をうながす機能があるということは、4 章の分析で示した通りである。したがって、自分が
社会的に多数派に属しているのか、それとも少数派に属しているのかという有権者自身の認識
                                                   
44 本章の分析の一部は、荒井紀一郎・村上剛（2008）「有権者の２つの顔、『会社員』と『党派人』－
複数の帰属意識間の葛藤がもたらす政治行動への影響－」2008 年度日本選挙学会報告論文にも
用いられている。 
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は、彼らの政治行動を決定する重要な要素なのである。しかしながら、自らが帰属意識を持つ
社会集団が多数派であったとしても、自らが帰属意識を持つ政治集団は少数派であるかもしれ
ない。帰属意識を持つ社会集団と政治集団とが共に多数派な場合もある。では、人々が帰属
意識を持つそれぞれの集団で取るべき行動が矛盾する場合、人々はどちらの集団の規範に合
致した行動を取るのであろうか。本章では、有権者の政治的アイデンティティによって導かれる
行動と社会的アイデンティティによって導かれる行動とが異なる場合に、有権者がどのような政
治行動を取るかを検討する。 
 これまでの政治意識・投票行動研究においては、性別や職業、階層などといった広い意味で
の社会集団に対する帰属意識が政治行動を説明するうえで重要な役割を果たしていると主張
されてきた(Lazarsfeld et al., 1944; Berelson et al., 1954; Campbell et al., 1960; Lipset and 
Rokkan, 1967)。また、政党や党派集団(支持者、党員など)に対する帰属意識が政治行動を大
きく規定することも指摘されている(Greene, 2004)。しかしながら、これまでの研究において社会
的アイデンティティと政治的アイデンティティとの関係は、社会的アイデンティティが一方的に政
治的アイデンティティを規定し、政治的アイデンティティが政治行動を規定するという理論的な
前提を有していた(Campbell et al., 1960)。また、方法論的にもこれまでの政治意識・投票行動
研究の大部分は世論調査を用いており、社会的アイデンティティと政治的アイデンティティが矛
盾する状況を分析することは困難であった。 
そこで本章では、社会的に多数派である会社員を対象に、会社員であることが党派集団内
で少数派であると認識させる調査実験（Survey Experiment）を行った。実験では、まずどの党派
集団に属し、どの程度の強さの帰属意識を感じているかを示す党派的アイデンティティを測定
し、実験群には「自分のような普通の会社員は、党派集団内では少数派である」とする情報を
与えた上で、党派性の強さを再度計測し、投票に参加するかどうか及び投票先政党について
尋ねた。この操作によって、社会の中で多数派としての会社員アイデンティティを持つ回答者
が、同じくアイデンティティを持つ政治的党派集団の中で少数派であると感じたときに、どのよう
な投票行動をするのかを推察することができる。 
結果を先取りすると、当時社会的に少数派であった自民党派の有権者は、自らが少数派で
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あると認知すると棄権する傾向にあり、社会的に多数派であった民主党派の有権者は、少数派
であると認識すると、自民党派とは逆により投票に行く傾向にあることがわかった。 
 
6.2. 複数のアイデンティティと政治行動 
 現代社会において有権者は家族、地域、職場などの社会集団に属しつつ、同時に政党や党
派集団や後援会などの政治集団にも属している。つまり、彼らは常に複数の集団に属している
のである。帰属している集団が複数あるのであれば、当然それら集団に対するアイデンティティ
も複数有しているはずであり、政治行動に対してはそれら複数のアイデンティティが相互作用を
起こしている可能性がある。ここに、社会と個人との接点を見ようというわけである。 
これまで、社会的、政治的アイデンティティは、様々な政治行動を規定する要素の１つとして
研究がなされてきた。たとえば、Verba, Schlozman, and Brady (1995)や Pattie, Seyd and 
Whiteley (2004)では社会における様々な組織・集団に帰属しそれらの集団に対して愛着をも
つことが、その組織・集団が直接政治とは関係のないものであっても、市民の政治参加を促し
ていることを示した。また、もっとも典型的な政治的アイデンティティの１つである党派的アイデ
ンティティ(政党帰属意識、Partisanship)は、キャンベルらの the American Voter によって提唱さ
れて以来、その構造や安定性や測定法などについて様々な議論がなされてきたが、依然とし
て有権者の投票行動、特に投票の方向を規定するもっとも大きな要因とされてきた(Campbell 
et al., 1960; Fiorina, 1981)。 
  しかしながら、上述したように、帰属している組織や集団によって、有権者はその社会にお
いて多数派になったり少数派になったりしている。様々な集団に同時に属している有権者にと
って、帰属する全ての集団が社会において多数派であったり、少数派であったりすることは稀
であろう。そして、民主主義体制下の社会において少数派になるということは、自分にとって不
利益を被るリスクを負うということを意味する。なぜなら、民主主義とは多数派がイニシアティブ
を握るシステムだからである。したがって、有権者の持つ複数のアイデンティティの相互作用が
政治行動にもたらす影響を明らかにするためには、アイデンティティを有している集団や組織が
社会において多数を占めているのか、それとも少数派なのかを考慮することが不可欠である。 
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最小条件集団実験における内集団バイアスなど、集団における成員の協力行動を説明
する代表的な原理である社会的アイデンティティ理論（Social Identity Theory）によると、
①個人は集団への所属によって自己を定義し、②個人は肯定的な社会的アイデンティテ
ィを求め、それを保持する欲求をもつ。③肯定的な社会的アイデンティティは、内集団
が外集団よりも優れていると認識することで達成される。④肯定的な社会的アイデンテ
ィティの達成が困難な場合、個人は自分の属している集団を去るか、現在の集団を肯定
的に知覚しようと努めるという（Billig and Tajfel, 1973; Tajfel, 1982）。つまり社会的アイ
デンティティ理論では、所属している集団に対するアイデンティティによって、個人は
内集団利益と外集団利益の差を最大化しようとするのである（神・山岸,1997）。このこ
とから複数の集団に対してアイデンティティを有している個人は、自分の属している集
団の中で、もっとも得られる利益が大きいと認知した集団に対するアイデンティティに
したがって行動することが予想される。そこで、本章の仮説を以下のとおりとする。 
 
仮説 45
「有権者が彼らの社会的アイデンティティ導く行動と、政治的アイデンティティが導く行動とが
矛盾する状況に置かれると、社会において自分が多数派であると認識している有権者は、 
： 
１．政治的にも多数派であれば、政治的アイデンティティにしたがって行動する 
２．政治的には少数派であれば、社会的アイデンティティにしたがって行動する」 
 
 以下では、現代の日本社会において多数派である会社員 46
                                                   
45 本来は社会的に少数派な集団も実験対象とすべきだが、今回は実験デザインの都合上、社会
的に多数派である会社員のみを実験対象とした。 
を対象に調査実験を行うことによ
って、社会の多数派である会社員と政治の多数派である党派とで導かれる行動が異なる状況、
また、社会の多数派である会社員と政治の少数派である党派とで導かれる行動が異なるという
状況において、彼らがどちらのアイデンティティに基づいて行動するかを検証する。本調査実
験は 2007 年 7 月に行われた参議院議員通常選挙後の 8 月に実施されたものである。したがっ
46 平成 14 年度就業構造基本調査によると、全就業者に占める会社員の割合は 38.2%である。 
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て、本仮説における「政治的な多数派」は参議院選挙で勝利した民主党派のことを指し、「政治
的な少数派」はそれ以外の党派の指すことになる。次節では本仮説を検証するために実施した
調査実験の概要について述べる。 
 
6.3. 調査実験デザイン 
上述した仮説を検証するためには、有権者の政治的アイデンティティが要請する行動と社会
的アイデンティティが要請する行動が矛盾する状況とそうでない状況とを作り出し、２つの状況
におかれた個人の行動がはたして異なるかを検証する必要がある。アイデンティティと政治行
動との関連については、これまでの研究の多くにクロスセクショナルな世論調査データが用いら
れてきたが、このようなデータから厳密な意味で因果関係を推定するのは困難である(Gains, 
Kuklinski and Quirk, 2007)。また、被験者を実験室に集めて行う実験では学生を被験者に使う
ことが多いが、本仮説の検証に学生を用いることは不適切である。そこで、日本の会社員を対
象としてインターネットを用いた調査実験を実施することによって、仮説を検証することにした。 
「インターネットによる会社員の政治意識調査」47は 2007 年の参議院議員通常選挙後の 8 月
24 日－27 日にかけて実施された 48。調査会社にモニターとして登録されている 1,570,070 人
（延べ、９月末日現在）の中から全国の満２０歳から６５歳までの会社員（会社役員、管理職は除
く）2533 人を抽出 49
図６-1 は調査実験のダイアグラムを示したものである。調査ではまず、2007 年 7 月に実施さ
れた参議院議員通常選挙の比例区においてどの政党に投票したかを尋ね、その後「あなたが
つねづね身近に感じる政党」を挙げさせた。「身近な政党」は党派性を測定する指標の１つで
あり、国際比較世論調査であるCSES（The Comparative Study of Electoral Systems）でも用いら
し、回答依頼のメールにある指定されたWEBページで質問項目に回答して
もらった。回収率は 43.1%で、有効回答数は 1071 名であった。本調査の分析に用いた質問項
目、基本的な集計値などは補遺に記載した。 
                                                   
47 本調査は平成 19 年度科学研究費補助金(特別研究員奨励費)を用いて実施した。 
48 実査は株式会社 Yahoo! Japan（Yahoo!リサーチ）に委託した。 
49 計画サンプル数は 1000 名で、総務省統計局による「平成 14 年就業構造基本調査結果（地域
編）」を用いて都道府県・男女別の割り当て数を算出した上でサンプル抽出を行った。 
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れている指標である。次に、組織や集団への帰属意識を測定する際に使われるIDPG（the 
Identification with a Psychological Group）の指標を用いて、「身近な政党」で挙げた政党に対
する党派アイデンティティの強度を測定した。Mael and Tetrick(1992)はIDPGで使われる 10 個
の指標が「共有された経験」と「共有された特徴」の 2 次元から成り立っていることを示している。
そこで本章では「共有された経験」から 2 項目、「共有された特徴」から 2 項目の計 4 項目を用
いて党派アイデンティティの強度を測定した 50
                                                   
50 IDPG を党派的アイデンティティの測定に用いた研究として、Greene(2002, 2004)、平野（2002
ｂ）などがある。 
。 
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Q8-1, 2: 自民党と民主党の保革イデオロギー評価 
Q2:比例代表における参議院選挙の投票先政党 
Q4: IDPG による党派的アイデンティティの質問 (x4) 
自民党・公明党・民主党派 1/3 ずつ 
 
無党派 1/4 ずつ 
Q5a1 ID の刺激 
ID 党の支持者の多く
がサラリーマンでは
 
Q1: IDPG によるサラリーマン・OL アイデンティティの質問 (x4) 
Q5p 政策的刺激 
ID 党の政策がサラリ
ーマンの得にならな
 
Q5 刺激なし 
統制集団。この項目
での質問は無い。
 
Q5a2 ID の刺激 
無党派の多くがサ
ラリーマンではない
 
Q5 刺激なし 
この項目での
質問は無い。
 
 
Q6: 投票意図：明日選挙があったときに比例代表で投票する政党 
Q3 and Q3SQ: 身近な政党 (x2)  
共産党派 1/2 ずつ 
 
Q5b1 ID の刺激 
サラリーマンの
多くが自民党派
 
Q5b2 ID の刺激 
サラリーマンの
多くが民主党派
 
Q7: 自己保革イデオロギー評価 
 
 
Q3/Q3SQ の回答による党名で 
アイデンティティの質問 
Q9 会社員・サラリーマン／OL の社会的 ID を再測定 (x2) 
Q10 政党の社会的 ID を再測定 (x2) 
回答によって刺激内容が分岐。以
降、質問に入る党名の分岐は継続 
そのほかの党派 すべて 
図 6-1 調査実験のダイアグラム 
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党派アイデンティティを測定した後、自民党、民主党、公明党、共産党を選択した有権者と、
無党派を選択した有権者とをそれぞれ実験群・統制群に無作為に割り当てた。実験群の自民
党派、民主党派及び公明党派の回答者は、「（自分のような）会社員は○○党派の有権者の中
では少数派である」という情報を与えて、彼らの社会的及び政治的アイデンティティを刺激する
グループ（以下、ID刺激群）と、「○○党の政策は会社員にとっては不利である」という情報を与
えて、彼らの支持政党の政策に対する認知を刺激するグループ（以下、政策刺激群）とに分け
て、統制群を含めた 3 グループに割り当てている。一方、共産党派と無党派の回答者は ID 刺
激群と統制群の２グループにそれぞれ割り当てている。 
実験室での実験と異なり、調査実験、特にインターネットを用いた調査の場合には、回答者
が実験の手順を正しく踏まえているかどうかを確認することに工夫が必要となる。そこで、本章
では回答者が確実に実験者の意図した刺激を受けるように、以下の手順で刺激を与えた。①
まず、ID刺激群には過去の世論調査でその政党を身近であると答えた有権者の職業別内訳を
示す円グラフを示し、②その円グラフから読み取れる内容として正しいものを 4 つの選択肢から
選ばせ、③回答後、もう一度円グラフの内容を示した文章を提示した。④次に、政策刺激群（自
民・公明、民主党派のみ）には各政党の政策が記載されている日本経済新聞の記事を示し、
⑤ID刺激群と同様に記事から読み取れる内容を４つの選択肢から選ばせ 51
ここで留意すべきことは、実験群の被験者のうち、4 択の正解者、つまり刺激の内容を正しく
読み取れた回答者のみを分析対象として、統制群の回答者と比較すると因果効果の推定にバ
イアスを生む可能性があることである。なぜなら、刺激の内容を正しく読み取れていない回答者
は、潜在的には同じ確率で統制群にも含まれているからである。そこで、分析には正解、不正
解を問わず全ての実験群の回答者を用いて統制群の回答者と比較している。 
、⑥回答後、再度
新聞記事の要約を示した。 
各実験処理の後、全ての回答者に対して「明日選挙があったら比例区ではどの政党に投票
するか」と投票意図を尋ねるとともに、先ほど使用しなかったIDPGの項目を共有経験、共有特
徴から１つずつ再度尋ねて、党派アイデンティティの変化を測定した。なお、刺激の効果をコン
                                                   
51 つまり、２つの刺激はどちらも回答者に虚偽の情報を与えるデセプションは用いていない。 
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トロールするために、分析では回答時間 1 分以上 15 分以内の回答者を対象とした 52。次節に
て、各実験刺激が党派アイデンティティと投票参加に与える効果について述べることにする 53
 
。 
6.4. 実験結果 
 まず、実験群が刺激を与えられる前に測定した党派ID強度と刺激を与えられた後に測定され
た党派ID強度とを比較し、その安定性を検証する。表 6-1 は党派・実験処理別に党派ID強度
を推定した多母集団の平均構造共分散分析の結果である(図 6-2 はパス図と各観測変数に用
いた質問項目を表している)54
b β 標準誤差 N
統制群(LDP) 0.68 0.84 0.11 *** 65
ID刺激群(LDP) 0.61 0.72 0.14 *** 60
政策刺激群(LDP) 0.79 0.82 0.14 *** 73
統制群(DPJ） 0.63 0.69 0.10 *** 118
ID刺激群（DPJ） 0.67 0.89 0.09 *** 86
政策刺激群(DPJ) 0.87 0.96 0.09 *** 98
CFI 0.92
RMSEA 0.05
*** P < 0.001
。表１の標準化係数の値は、各実験処理前に測定した党派IDの
強度と実験後に測定した党派ID強度との相関を表しているので、この値が高ければ高いほど
実験前と実験後のID強度が一致している（つまり、回答を変えない）有権者が多いということを
示している。逆にこの値が低ければ、実験前と実験後で回答を変えた有権者が多いということ
を示している。また、表中のCFI、RMSEAはモデルの適合度を表す指標であり、CFIは 0.9 以上、
そしてRMSEAは 0.05 以下なら当てはまりがよいとされている。 
 
表 6-1 党派・実験処理別の党派 ID 強度の変化（平均構造共分散分析） 
 
                                                   
52 回答時間 1 分以上 15 分以内の回答者は全回答者の 95％にあたる。 
53 実験の刺激が回答者の投票方向に与える影響については補遺に記した。 
54 モデルには因子負荷量を群間で固定するとともに、自民党派、民主党派の実験処理前の ID 強
度は群間で等値であるという制約を入れ、観測変数の切片は０に固定している。推定の結果、実験
処理前の自民党派の ID 強度の平均値は 0.83、民主党派の平均値は 0.96 であった。 
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表 6-1 から自民党派と民主党派では、各刺激に対する反応が異なることがわかる。自民党派
でもっとも党派強度が安定しているのは統制群であり、ID 刺激群の回答者は統制群に比べて
ID 強度が変化しやすい傾向がある一方で、民主党派でもっとも安定しているのは政策刺激群
であり、次いで ID刺激群が安定していて、もっとも不安定なのは統制群である。すなわち、政治
的に少数派である自民党派の回答者は ID 刺激によって党派強度が不安定になっているが、
政治的に多数派である民主党派の回答者は ID 刺激によって党派強度を安定させているので
ある。これは先に述べた仮説と一致している。 
 
 
図 6-2 平均構造共分散分析のパス図 
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参加 棄権 計 参加 棄権 計 参加 棄権 計
統制群 48 8 56 35 3 38 13 5 18
％ 85.7 14.3 92.1 7.9 72.2 27.8
ID刺激群 50 12 62 42 5 47 8 7 15
％ 80.7 19.4 89.4 10.6 53.3 46.6
政策刺激群 54 18 72 50 5 55 4 13 17
％ 75.0 25.0 90.9 9.1 23.5 76.5
統制群 100 12 112 89 4 93 11 8 19
％ 89.3 10.7 95.7 4.3 57.9 42.1
ID刺激群 82 5 87 73 2 75 9 3 12
％ 94.3 5.8 97.3 2.7 75.0 25.0
政策刺激群 90 5 95 78 1 79 12 4 16
％ 94.7 5.3 98.7 1.3 75.0 25.0
統制群 74 52 126 67 12 126 7 40
％ 58.7 41.3 53.2 9.5 14.9 85.1
ID刺激群 87 41 128 81 9 90 6 32 38
％ 68.0 32.0 90.0 10.0 15.8 84.2
参院選投票者 参院選棄権者
民
主
党
派
無
党
派
全回答者
自
民
党
派
 
表 6-2 実験処理別投票参加状況 
 
図 6-3 実験処理別投票参加状況（全回答者） 
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図 6-4 実験処理別投票参加状況（参院選投票者） 
 
 
図 6-5 実験処理別投票参加状況（参院選棄権者） 
表 6-2 は党派と 2007 年参議院選挙での参加状況別に、投票参加意図に対する実験効果を
表しており、図 6-3、図 6‐4、図 6‐5 はこれを図示したものである。これらの図表から、党派や前
回選挙での参加状況によって実験の効果に違いがあることがわかる。まず、党派別に見ていく
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と自民党派は実験処理によって棄権率が増加するのに対し、民主党派と無党派は実験群のほ
うが統制群よりも参加する意図を持つといえる。そしてこの傾向は、自民党派及び民主党派で
は参院選棄権者の方が顕著である。つまり、参院選で棄権した自民党派の有権者は、自分が
党派内で少数派だと感じたり、自民党の政策が自分に不利だと感じたりすると、その後も棄権
する傾向にあるのに対し、参院選で棄権した民主党派の有権者は、上記のような刺激に対して
ポジティブな反応をするのである。一方、無党派の有権者は参院選棄権者よりも参院選投票者
の方が実験処理に対して強く反応しているのがわかる。すなわち、無党派の参院選投票者は、
自分たちが無党派の有権者の中に置いては少数派であると認識すると、より投票に行こうとす
る傾向があるのである。 
 
6.5. まとめ 
本章では、有権者が属する複数の社会集団に対する帰属意識と、その社会集団を取り
巻く環境とに焦点をあてることで、社会集団と投票参加との関係を明らかにしてきた。
これまでの分析結果を整理すると以下のようになる。①ID 刺激によって政治的に少数派である
自民党派の党派 ID 強度は不安定になるが、政治的に多数派である民主党派の党派 ID 強度
は逆に安定する。②政治的に多数派である民主党派は仮説どおり、ID 刺激によって民主党へ
の投票確率を上昇させ、政治的に少数派である自民党派は投票確率を下げる。③2007 年参
院選で投票した無党派層は、自分たちが少数派であると認知すると大幅に投票参加確率が上
昇する。社会集団としての無党派層は、自民党派や民主党派よりも明らかに多数を占めている
ことから、無党派層に対する実験の効果も仮説に沿ったものである。 
 これらの結果から、有権者は社会集団への帰属意識を活性化させることによって投票
に積極的に参加するようになるが、その集団への帰属意識が活性化するかどうかは、そ
の集団が社会における多数派であるかどうかが少なくとも１つの鍵となっていることが
示唆されている。有権者が属する集団を取り巻く社会的状況がもたらす、その集団に対
する有権者の帰属意識の活性化は、「集団への所属」と「投票参加」とをつなぐ動員に代
わるメカニズムの有力な候補であると考えられる。 
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7. 結論
 
参加民主主義理論では、政治的活動への参加が、人々にもたらす教育的機能が主張され
てきた。つまり、市民は政治的活動への参加を通じて教育され、民主主義に必要な個人的態
度や心理的資質を獲得していくため、参加を拡大していき、人々が政治的決定に携わることで、
最終的に政治の機能は上手くいくと考えられてきた(蒲島,1988；中谷,2005; Shingles,1981; 
Putnam, 1993; Verba et al.,1995)。また、実証研究においても、国民が政策決定に参加する機
会の多い制度を持つ国家の方が、国民の政治システムに対する信頼感の安定性が高く、日本
においても、市民が直接参加する制度を持つ自治体の方が行政パフォーマンスに優れている
ことが明らかにされている(中谷,2005)。したがって、どのような市民が、どのような状況の下で政
治的活動に参加するのかという問いに答えるということは、単に政治的アクターとしての市民の
行動原理を説明するということにとどまらず、民主主義の下で、政治過程に様々な要求が入力
されていく動態を明らかにするということを意味する。本研究によって得られた新たな知見が、こ
の問いにどのように答えるのかを整理すると以下の通りである。 
まず、2 章の分析では 1970 年代から現在に至る約 30 年分のデータを用いたが、この間日本
の政治情勢は、選挙制度の変更や政権交代、政党再編などを経て大きく変化し、また、バブル
経済とその崩壊、その後 10 年に及ぶ不況など、有権者を取り巻く経済情勢も大きく変化した。
しかしながら、各政治的活動への参加率や参加志向率、被動員率などの政治参加に関する有
権者の行動パターンや意識の分布は 70 年代から現在にかけて安定しており、参加に至るメカ
ニズムは変化していないということがわかった。このことは、市民の政治参加メカニズムがそのと
きの政治論争や政治経済の情勢といった文脈とは独立して存在しているということを示唆して
いる。 
本研究では適応学習と社会的アイデンティティによって政治参加を説明する新たなモデル
を構築した。適応学習や社会的アイデンティティは、どちらも人間が進化の過程で獲得してきた
性質であり、当然政治行動以外の人間の行動にも応用できるメカニズムである。また、投票と投
票以外の政治的活動を同じモデルで説明することを試みた。その意味で、本研究のモデルは
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これまでの政治参加モデルよりも、普遍性の高いものをめざしているといえる。 
そして、4 章で述べたように、このモデルのシミュレーションでは、有権者の若い時期(選挙権
を得た最初の選挙)での投票経験と支持政党の連勝が、その後の参加に大きな影響を与えて
いる可能性があることが示され、これは Plutzer(2002)などこれまでの実証研究における知見と
一致することもわかった。適応学習による参加モデルは、世代間の投票率の違いを説明する可
能性のあるものである。選挙権を得た初めての選挙での有権者の行動が、その後の参加行動
に極めて重要な影響を及ぼしているという知見は、政策的な見地から見れば、選挙の啓発また
は教育活動などを若年層に重点的に行うことで高い効果を得られる可能性を示唆している。ま
た、候補者や政党などの政治エリート側の戦略としても、有権者の若い時期に肯定的な評価を
得ることが、その後の安定的な支持基盤の形成につながるということを意味している。 
4 章では、ライカーらの投票参加モデルとの予測力の比較もおこなった。比較の結果、適応
学習にもとづく参加モデルの方がより高い精度で実際の投票行動を予測できることが示された。
この結果は、これまでの投票参加・投票行動研究のみならず、政党間競争や選挙研究にも留
保をつけるものである。なぜならば、ライカーらのモデルは期待効用理論にもとづくモデルであ
り、政党間競争モデルなどで前提とされるダウンズの中位投票者理論もまた、有権者が自らの
効用を最大化させるという期待効用理論に基づいているからである。トゥベルスキー、カーネマ
ンによるプロスペクト理論など、近年行動経済学や実験経済学において、期待効用理論に代
わる人間の行動原理を構築しようとする研究が進んでいるが、非金銭的なインセンティブの存
在を考慮せざるを得ない政治学においては、より積極的に新たな人間の行動メカニズムを模索
する必要があると考えられる。 
5 章では、シミュレーションによって得られた理論的予測を基に、投票以外の政治活動への
参加が強化学習によって行われている可能性を検証した。分析では市民の政治的活動への
参加経験とその活動に対する評価に着目し、これらの要素が市民のその後の活動に及ぼす影
響を推定した。分析の結果、市民による政治参加は異なる２つのメカニズムによってなされてい
ることが示された。すなわち、参加経験の全くない市民は、参加を依頼されることではじめてそ
の政治的活動に対して有していた拒否感を低下させ、その活動に参加していく。しかしながら、
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その経験が市民にとって満足できるものでなければ、その後動員を受けたとしても、継続的に
参加することはない。一方で、既に政治的活動に対して参加した経験を持っている市民は、自
らの経験に対する評価をもとに次回の行動を決定していくことがわかり、市民は投票以外の政
治的活動に対しても理論モデルで示した適応学習によって政治参加を行っている可能性が高
いことが示された。 
 また、実証分析では、投票・投票外という活動の種類を問わず、動員の効果は参加経験のな
い市民に限定されるということも明らかになり、「集団、組織への加入」によって「その組織から動
員」される結果、「政治的活動に参加」するという、これまでの政治参加研究で多く主張されてき
た構図が否定されることになった。そこで 6 章では、個人の属する社会集団と政治参加との関
係について、個人の有する集団に対する社会的アイデンティティに着目し実験によって検証を
行った。 
実験の結果、社会集団への帰属意識の活性化が有権者の投票参加を促進させることが
明らかになった。そして、その集団への帰属意識が活性化するかどうかは、その集団を
とりまく社会の状況に左右されるということが示唆された。実験では、帰属意識を活性
化させるために有権者が有している複数の帰属意識を同時に意識させた上で、有権者に
葛藤を引き起こさせるという手法をとったが、現実の社会では、このような葛藤以外に
も帰属意識を活性化させる要素は多くあると考えられる。今後、帰属意識の活性化をも
たらす要素を明らかにすることによって、「集団への所属」が「政治参加」を促進させる
メカニズムをより詳細に解明することにつながると考えられる。 
本研究では、コンピュータによるシミュレーション、統計解析、そして実験と社会科学の様々
な分析手法を用いて有権者の行動メカニズムを明らかにしようとしてきた。数理モデルによるモ
デリングとシミュレーション、及び傾向スコアや実験といった政治学では比較的新たな実証手法
の活用は、これまで帰納的な分析が多かった政治行動論に対して、より厳密でかつ実証可能
なモデルの構築の可能性を高めるものである。本研究はこのような新たな行動論の構築に貢献
できると考えている。 
最後に今後の課題について述べる。本研究では、個人の参加メカニズムとして適応学習を、
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個人と社会との関係が及ぼす政治参加への影響については社会的アイデンティティに着目し
て分析を行ってきた。しかしながら、実際の社会においてこれら２つの参加メカニズムは、相互
作用していると考えられる。今回は、それぞれのメカニズムの存在を検証し、個々のメカニズム
の強さを確認するためにそれぞれ分離して分析を行ってきたが、今後の課題としては、この２つ
のメカニズムが社会においてどのような相互作用を引き起こしているのか、そのことが社会全体
にどのような影響を与えているのかを検証する必要があると考えられる。複数のミクロのメカニズ
ムが互いに影響を及ぼすことによって、マクロでは「創発（Emergence）」という予想外の変化が
起きうることが、様々な分野において確認されてきているからである。上記２つの参加メカニズム
が相互作用したときの民主主義システム全体の変動を探るということを、次の研究課題とする。 
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補遺 
補遺Ａ. 5 章の統計解析で用いた変数の基本統計 
 
 
 
補遺Ｂ. 調査実験「インターネットによる会社員の政治意識調査」の調査概要および分析で
 用いた変数の基本統計 
調査期間
調査対象
調査依頼数
有効回答数
回答完了数
回収率
回答時間中央値
回答時間平均値
1092
43.1%
2分57秒
8分39秒
調査概要
2007年8月24日－2007年8月27日
全国20歳-65歳の会社員（男女）
2533
1071
 
 
変数名 平均値 標準偏差 最低値 最大値
選挙制度信頼 4.91 2.15 0 10
外的政治的有効性感覚 1.88 0.97 1 4
年齢 51.53 15.02 20 85
一般的信頼 2.62 0.79 1 4
生協・消費者団体、住民運動、市民
運動への積極的な参加頻度
0.16 0.44 0 3
自治会・町内会、PTA、同業者組
合、農協への積極的な参加頻度
0.81 1.14 0 6
職場仲間、趣味・習い事などのグ
ループへの積極的参加頻度
0.78 0.91 0 3
政治的会話頻度 0.57 0.62 0 3
政治的活動参加経験数 1.45 1.72 0 6
2000年衆議院選挙参加項目数 0.32 0.78 0 6
参加受容度累積 -4.20 2.95 -6 6
2000年衆議院選挙被動員項目数 0.75 0.94 0 6
通勤時間 1.58 0.86 1 4
教育年数 12.39 2.69 6 22
2000年衆議院選挙活動参加ダミー 0.20 0.40 0 1
過去の活動に対する評価オッズ比 0.12 0.20 0 0.5
推定に用いた変数の基礎統計量
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度数 ％
129 12.0
448 41.8
31 2.9
35 3.3
20 1.9
11 1.0
18 1.7
15 1.4
275 25.7
89 8.3
投票率（その他含む） 66.0
投票率（その他除く） 71.9
2007年参院選での投票先
自民党
民主党
公明党
共産党
質問文：あなたは、先月行われた参議院選挙では投票に行きましたか。また、参議院選挙には、都道府県単位
の選挙区と全国単位の比例区がありますが、比例区ではどの政党（あるいは政党の候補者）に投票しましたか。
（回答は1つ）
社民党
国民新党
新党日本
その他の政党
投票には行かなかった/行くことができなかった
その他（白票・覚えていない、答えたくないなど）
 
ｎ
強くそう
思う
ある程度そ
う思う
あまりそう
は思わない
全くそう
は思わな
い
わから
ない
1071 68 390 462 106 45
100.0 6.3 36.4 43.1 9.9 4.2
1071 38 263 526 219 25
100.0 3.5 24.6 49.1 20.4 2.3
1071 31 279 521 170 70
100.0 2.9 26.1 48.6 15.9 6.5
1071 30 196 524 275 46
100.0 2.8 18.3 48.9 25.7 4.3
質問文：次のA-Dについて、あなたはどのくらいあてはまると思いますか。それぞれ1つお選びください。
（回答は横の行ごとに1つずつ）
IDPGを測定する質問項目
（実験前、党派ＩＤも同じ質問文を用いた）
A.メディアなどが会社員のことについて批
判しているのを聞くと、困惑したり、腹を
立てたりする。
B.会社員のことについて悪く言われると、
あなた自身のことが悪く言われているよう
に感じる。
C.自分には、会社員の典型的な特徴が多く
ある。
D.会社員全般にとっての成功は、自分に
とっての成功でもある。
n
強くそう
思う
ある程度
そう思う
あまりそう
は思わない
全くそうは
思わない
わから
ない
1071 24 206 513 289 39
100.0 2.2 19.2 47.9 27.0 3.6
1071 11 203 519 266 72
100.0 1.0 19.0 48.5 24.8 6.7
質問文：次のＡ、Ｂについて、あなたはどのくらいあてはまると思いますか。それぞれ１つお選びください。　
ＩＤＰＧを測定する質問項目（実験後）
A.他の人が会社員のことについてどのよう
に考えているのか、とても興味がある。
B.自分は典型的な会社員のように考えたり
行動したりする。
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度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
PID強度（実験前) 215 0 12 2.79 2.31
会社員ID強度（実験前) 216 0 12 4.77 2.31
PID強度（実験後） 213 0 6 1.62 1.23
会社員ID強度（実験後) 210 0 6 2.04 1.23
PID強度（実験前) 318 0 12 3.08 2.33
会社員ID強度（実験前) 317 0 12 4.79 2.25
PID強度（実験後） 317 0 6 1.87 1.25
会社員ID強度（実験後) 304 0 6 2.17 1.24
PID強度（実験前) 31 0 12 4.35 3.62
会社員ID強度（実験前) 31 2 10 5.00 2.03
PID強度（実験後） 30 0 6 2.33 1.49
会社員ID強度（実験後) 29 0 6 2.28 1.33
PID強度（実験前) 42 0 6 2.86 2.03
会社員ID強度（実験前) 42 0 12 4.69 2.53
PID強度（実験後） 43 0 6 1.84 1.27
会社員ID強度（実験後) 43 0 5 2.09 1.36
自民党派
民主党派
公明党派
共産党派
 アイデンティティ強度の比較
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補遺Ｃ. 調査実験で回答者に割り当てた画面 
自民党派政策情報（政策刺激群） 
「次の文章は政府・与党の政策について述べられた新聞記事の一部(見出し、本文)です。
この文章から読み取れることは以下 A－D のうちどれでしょうか。1 つお選びください。」 
・ニッポンの家計――現状調査、税や社会保険料に負担感、収入増えても 
･･･前略･･･ 
こうした「手取り減」は一般的な傾向なのだろうか。社会保険労務士の井戸美枝さんに、
ここ数年のサラリーマン家庭の手取り額の変化をおおまかに試算してもらった。年収がず
っと一定だったとして 2007 年の手取りの予想額を、03 年と比較してみると、4 年間合わせ
た税金と社会保険料などの負担増は、年収 500 万円の世帯で約 11 万 4 千円、年収 700
万円で約 18 万 2 千円、年収 1000 万円で約 31 万 9 千円。その分、手取りが減っている
わけだ。 
まず 04 年には年収 103 万円未満の妻に適用されていた最大 38 万円の「配偶者特別控
除」が廃止され、その分夫の税負担が増えた。さらに所得税・住民税合わせて最大で 29
万円分が減税となっていた定率減税が昨年半減し、今年は残りの半分も無くなる。例え
ば年収 700 万円の夫婦と子供二人の世帯では定率減税廃止により二年間で 8 万円強
の実質増税となる。厚生年金保険料も 04 年から毎年 0.354％ずつ（事業主との折半なの
で被保険者はその半分）の引き上げが決まっている。年収 700 万円なら三年間で 4 万円
弱の引き上げに。この引き上げは今後も 2017 年まで続く。 
 （日本経済新聞 2007 年 1 月７日朝刊より抜粋） 
 
A. 政府・与党の財政政策によって定率減税が撤廃されると共に、社会保険料なども引き
上げられたため、ここ数年で多くの会社員世帯に対しては実質的な増税が続いてい
る。 
B. 所得格差を解消するため、政府・与党は積極的な福祉政策を実施した結果、国民の
税負担が増加した。 
C. 政府・与党の財政改革によって政府の無駄な支出が減り、結果として国民の税負担も
軽くなった。 
D. 所得格差を解消するため、政府・与党は法人と高所得者に対する課税を強化したため、
格差は解消しつつある。 
[回答後表示画面]  
景気対策の一環として、98 年に導入された所得税などの定率減税は本年度廃止されまし
た。そのため、所得税／住民税をはじめ、納税額に応じて負担額が決まる健康保険料など
も上がることになり、結果として多くの会社員世帯にとっては負担増となりました。 
先ほどの新聞記事の要旨と補足事項は以下の通りです。 
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自民党派アイデンティティ情報（ＩＤ刺激群） 
「次の円グラフは職業別の自民党派の有権者の割合を示したものです。このグラフから読
み取れることは以下の A-D のうちどれでしょうか、1 つお選びください。」 
 
A. 会社員が全体に占める割合は、就業者全体、自民党派のいずれにおいても最大であ
る。 
B. 就業者全体における公務員の割合は、会社員の割合と同じくらいに大きい。 
C. 自民党派の有権者に占める割合が大きいのは順番に、無職＞主婦＞自営業＞その
他＞会社役員・管理職＞会社員である。 
D. 就業者全体における会社員の割合は最も多く、4 割程度である一方、自民党派の有権
者における会社員の割合は 15%であり、自営・家族業の割合よりも低い。 
 
 
 
 
 
[回答後表示] 
世論調査によると、自民党支持者は自営業者、農林水産業従事者、経営者などによって
構成されています。小泉内閣以降、会社員の割合も増えてはきましたが依然として 1 割強
にとどまっています。 
先ほどのグラフから読み取れることと、その補足事項は以下のとおりです。 
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民主党派政策情報（政策刺激群） 
「次の文章は民主党の政策について述べられた新聞記事の一部(見出し、本文)です。この
文章から読み取れることは以下 A-D のうちどれでしょうか。1 つお選びください。」 
・自民も民主も改革の灯を消すな（社説）  
息の長い経済成長のため今こそ、経済活性化や「小さな政府」実現への様々な改革が
必要なのに、今回の参院選で改革はあまり争点とならなかった。安倍晋三首相は経済改
革に関してはほぼ官僚任せで、既得権益の壁を崩す強い意志が感じられない。民主党
に至っては、ついこの間まで改革を掲げていたのに、今回は、ばらまき的な農業補助金
構想で農家の票を大量に集めた。小泉前政権の下でともったばかりの改革の灯を、政争
のために消してはならない。小沢一郎民主党代表は農村地帯に多い一人区で、小規模
農家も対象にする戸別所得補償の構想を示し、票を集めた。生産性向上にはつながら
ない案だが、それを支持した農家を責められない。･･･中略･･･ 
一方、民主党は小沢代表の下で戸別所得補償のほか、月 2 万 6 千円の子ども手当支給
など、有権者の耳に心地よい構想を出した。経済活性化策は中小企業に焦点を絞り、
政府系金融機関融資への個人保証の撤廃などを提言する。激化する国際競争に合わ
せ経 済 の 構 造 を 大 きく 変 える よう な 建 設 的 な 内 容 とはい えない 。  ･ ･ ･ 後 略 ･ ･ ･                          
(日本経済新聞 2007 年 7 月 31 日朝刊より抜粋) 
 
A. 民主党は先月の参議院選挙のマニフェストで、地方の農村部に弱いといわれていた党
の選挙地盤を強化するため、地方の農家に対して補償金を支給することを決めた。 
B. 民主党は、所得格差を解消するため、国民の税負担によって積極的な福祉政策を実
施することを政権公約に盛り込んだ。 
C. 民主党の公約には、徹底的な財政改革によって社会福祉費を減らし、国民の税負担
も軽くすると述べられている。 
D. 民主党は先月の参議院選挙のマニフェストで、所得格差を解消するために高所得者
に対する課税を強化することを決めた。 
 
 
 
[回答後表示] 
従来、民主党の支持基盤は都市部が中心でしたが、小沢一郎民主党代表は地方の農村
における支持を広げるために、農家に対して戸別所得補償を導入することを先月行われた
参議院選挙のマニフェストで示しました。 
先ほどの新聞記事の要旨と補足事項は以下のとおりです。 
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民主党派アイデンティティ情報（ＩＤ刺激群） 
「次の円グラフは職業別の民主党派の有権者の割合を示したものです。このグラフから読
み取れることは以下 A-D のうちどれでしょうか、1 つお選びください。」 
 
A. 会社員が全体に占める割合は、就業者全体、民主党派の有権者のいずれにおいても
最大である。 
B. 就業者全体における公務員の割合は、会社員の割合と同じくらいに大きい。 
C. 民主党派の有権者に占める割合の大きさは順番に、無職＞主婦＞自営業＞その他＞
会社員である。 
D. 就業者全体における会社員の割合は最も多く、4 割程度である一方、民主党派の有権
者における会社員の割合は 18%であり、自営業・家族業の割合よりも小さい。 
 
 
 
 
 
[回答後表示] 
世論調査によると、民主党派の有権者は主婦と自営業・家族業で約 5 割が占められており、
無職の有権者も 3 割弱とかなり多い一方で、会社員が占める割合は 2 割に満たない状況
です。 
先ほどのグラフから読み取れることと、その補足事項は以下のとおりです。 
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